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平成３０年第４回幸田町議会定例会会議録（第３号） 

────────────────────────────────────────────────── 
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○議長（杉浦あきら君） 皆さん、おはようございます。 

   早朝より御審議、御苦労さまです。 

   ここで、お諮りいたします。 
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   昨日に引き続き、議場において、企画政策課職員及び議会事務局職員が議会だより用

の写真撮影をいたします。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者多数） 

○議長（杉浦あきら君） 御異議なしと認めます。 

   よって、企画政策課職員及び議会事務局職員が議場内にカメラを持ち込むことを許可

することに決定しました。写真撮影は質問者を随時撮りますので、よろしくお願いいた

します。 

   ただいまの出席議員は１６名であります。定足数に達しておりますから、これより本

日の会議を開きます。 

                             開議 午前 ９時０２分 

○議長（杉浦あきら君） 本日、説明のため出席を求めた理事者は１６名であります。 

   議事日程は、お手元に印刷配付のとおりでありますから、御了承願います。 

────────────────────────────── 

  日程第１ 

○議長（杉浦あきら君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

   会議規則第１２７条の規定により、本日の会議録署名議員を、６番 都築一三君、７

番 鈴木雅史君の両名を指名いたします。 

──────────────○─────────────── 

  日程第２ 

○議長（杉浦あきら君） 日程第２、一般質問を行います。 

   会議規則第５５条及び第５６条の規定により、質問時間は１人３０分以内とし、質問

回数の制限は行いません。 

   答弁時間も３０分以内とします。 

   質問者も答弁者も要領よく簡単明瞭にし、質問内容は通告の範囲を超えないようお願

いいたします。 

   それでは、昨日に引き続き、通告順に従い質問を許します。 

   １５番、酒向弘康君の質問を許します。 

   １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） おはようございます。さきに通告をしてあります３つの項目につい

て順次質問をしてまいります。 

   まず、１点目の児童クラブの待機児ゼロ実現についてであります。 

   今年度の児童クラブの待機児数は、過去から見ると一番多くなってきており、毎年ク

ラブを増設しているが、追いつかない状況だということでありました。新年度が始まる

前後に、役場の窓口には保護者の方からどのような問い合わせや要望があったのか、お

聞かせをください。 

   また、その後の状況についてもお聞きいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 住民こども部長。 

○住民子ども部長（都築幹浩君） 議員からお尋ねの児童クラブに対する問い合わせ、それ

から要望ということでございます。 
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   児童クラブに対しますお問い合わせということでございますけれども、まずは、お子

さんが高学年であるが、確実に入会ができるのか。それから、入会に関して優先順位の

決め方が不透明である。 

   もう一つには、申込時には就労をしておるが、入会後、就労をしていない家庭がある。 

   こういったような形の問い合わせや御意見を頂戴しております。 

   児童クラブに対しましては、１１月の１日現在、６学区、１４クラブでございます。

通年におきましては５７５人、長期につきましては３６１人の申し込みがございます。 

   近年では、児童クラブを毎年、増設を進めております。今年度につきましても、幸田

小学校におきまして第４児童クラブを開設したということでございます。現在におきま

しては、通年で３６人、長期で７３人の待機が発生しておるという状況にございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） ことしの３月議会で、待機児が発生する状況は、ここ二、三年続く

という答弁がありましたが、私はこのピークを過ぎるのを待つのではなく、ぜひスピー

ド感を持って児童クラブの待機児ゼロの実現をと発言をいたしました。 

   そして、その対応策として、まずは利用状況を細かく見ながら、本当にサービスが必

要な方に利用してもらえるよう努めるといった答弁がありました。 

   そこで、本当にサービスが必要という方に利用してもらうという点についてと、その

後、どのような対応をされたのかについてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 住民こども部長。 

○住民子ども部長（都築幹浩君） その後の対応ということでございます。利用されておら

れます方の中には、申し込みをされてから低学年児童及びひとり親家庭の児童に対しま

しては、入会を優先的に処理させていただいております。 

   それから、夏の長期休暇以降でございますけれども、お子さんの出席状況等を把握を

いたしまして、利用されていない方、もしくは利用が極端に少ない方、こういった方に

つきましては、退会を促すということで、こちらのほうから状況を確認させていただき

まして、本当に児童クラブというサービスが必要かどうか、この辺のところを確認をさ

せていただきまして、待機という方の入会につきまして順次進めさせていただいており

ます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） もう１点は、入所基準に不公平感がある。基準の明確化と公平な選

考方法に改善をとただしたのに対し、他の市町の基準を参考にポイント方式で選考して

いる。今後、さらに問題点を洗い出し、理解してもらえる公平な選考方法に見直してい

くとの答弁であったかというふうに思います。 

   来年度の児童クラブ入会案内が保護者宅に届いたようであります。そして、私のとこ

ろに、以前相談のあった保護者の方から、入会基準の指数が添付してあり、点数性が明

確になって改善が進んでいますという報告を受けました。どのような点が改善されてき

たのか。また、それが不公平感の改善にどうつながるのか、お聞かせをください。 

○議長（杉浦あきら君） 住民こども部長。 

○住民子ども部長（都築幹浩君） 本町におきまして改善点につきましては、これまで児童
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クラブの入会審査の選考基準については公表をしておりませんでした。１１月１日、３

１年度児童クラブ入会案内の中に、１ページ、点数を添付してございます。就労状況、

それから家庭環境等によります優先順位を決定するということで、その点数につきまし

て周知をさせていただいております。 

   また、就労等の証明の提出につきましては、従来は母親及び同居の祖父母ということ

でございましたけれども、見直しをさせていただきまして、父親、母親、それから２０

歳以上７０歳未満の同居の親族とさせていただきました。入会後の７月につきましては、

先ほどございました当初の就労からその後の就労が不透明であるということがございま

したので、７月には、就労状況等の再調査を実施させていただく予定でおります。 

   こういった改善によりまして、ひとり親家庭、それから、低学年、保護者が常時不在

世帯という方々につきましては、優先的な入会ということになり、本当に利用が必要な

方々につきましては、御理解をいただいております。こういった観点から公平感という

ものにつながっておるのではないかというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） わかりました。 

   随分、不公平感というものを払拭される改善がなされたなという、そんな感じを受け

ました。 

   それから、つい先日の１１月１９日、放課後児童クラブの基準廃止へという報道があ

りました。その内容は、内閣府と厚労省は来年の通常国会で児童福祉法を改正し、同法

に基づいて省令で定める従うべき基準、例えば現在あります１教室に職員は２人以上、

そのうち１人は保育士や社会福祉士といったこの基準を参酌すべき基準、参考にすべき

基準ということでありますが、これにとどめる方針を示したというものであります。 

   これは全国一律のルールとして、２０１５年に施行された基準でありましたが、この

４年でなくなることになるという内容でありました。この発表された方針の内容はどう

いったもので、このことが児童、保護者、行政にとってどのようなメリット、デメリッ

トにつながっていくことが予測されるのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 住民こども部長。 

○住民子ども部長（都築幹浩君） 方針の内容についてでございます。放課後児童クラブに

つきましては、厚生労働省、来年度から職員の配置や資格の基準を見直し、地方の裁量

に委ねるということにしたものでございます。 

   現行の基準につきましては、１教室に職員が２人以上で、そのうち１人は保育士もし

くは社会福祉士などの資格を持っておられる方ということで、あわせて都道府県におき

ます研修を受けた者ということで定められております。 

   これにつきましては、見直しということになったわけでございます。 

   それでメリット、またデメリットということでございますけれども、基準が撤廃され

たことによりまして、人材確保は容易になるのかなというふうには推測をするところで

ございます。とはいえ、これまでの一定時間の研修を受けていない、もしくは資格を持

っていない支援員が１人で対応することも可能になるというふうに考えられるわけでご

ざいます。 
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   そういった点から申し上げますと、支援員の資質の低下、それから不審者、救急対応

等への安全確保面におきましては、課題が残るのかなというふうに予測をしております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 部長が今言われたように待機児童解消を最優先することで保育の質

の低下あるいは安全面の低下にならないようにしっかりと対応していただきたいという

ふうに思います。 

   いずれにしましても、入所を希望するニーズに対しまして、受け入れる定員が足りて

ないということが一番の問題点であります。現在、実施をされている子育てニーズ調査、

アンケート結果など、保護者の声を反映させるため、今後の見通しと待機児ゼロ実現に

向けた対応、また、来年度以降のクラブの増設計画についてお聞かせをください。 

○議長（杉浦あきら君） 住民こども部長。 

○住民子ども部長（都築幹浩君） 現在、本町におきます児童クラブにつきましては、児童

の安全に配慮をし、校内実施というものを原則として実施をさせていただいております。 

   今後につきましても、各校児童数の動向には注意をしながら、教育委員会及び学校さ

んと協議をしながら児童クラブの整備に向け検討を継続してまいりたいと考えておりま

す。 

   当面につきましては、来年度、３１年度でございますけれども、豊坂小学校の増築計

画が現在ございます。これに伴いまして、豊坂小学校の第２児童クラブ、現在、図工室

を利用しておるわけでございますけれども、こちらを校舎増築に伴いまして改修という

形をとらせていただきまして、定員３０のところを定員４０へと少しでございますけれ

ども、ふやさせていただくという計画でございます。現在のところの計画としては、今

の一つということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 来年度は約１０人ふえるということでありますので、また、さらな

る対応が必要かなというふうに思っております。 

   町長の施政方針のモットーは、子育て基盤の充実で、子どもたちの笑顔あふれるまち

を目指してがサブタイトルとなっております。 

   サービスが本当に必要という方が利用ができ、子どもも保護者も安心できる児童クラ

ブと、そして子育ては幸田町と言えるまちづくりが進むことを強く期待し、次の質問に

移ります。 

   ２つ目の項目、住民の命を守る施策強化についてであります。 

   ことしも大きな自然災害が発生しました。西日本の豪雨や相次いで大型台風が日本列

島を通過し、大きな被害をもたらしました。 

   また、大阪府北部地震、北海道の地震など、地震災害により家族を亡くしたり、今で

も仮設住宅で暮らす方々の報道を見聞きするとき、自然災害の恐ろしさを決して忘れて

はならないと思い、毎年、１２月議会の一般質問では災害対策を取り上げてまいりまし

た。今回も変わらない気持ちで災害から命を守る施策につながることを願い、質問して

まいります。 

   まず、今後３０年以内で発生率が７０、８０％にみなされた南海トラフ巨大地震が発
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生したとき、この地域での最新の被害想定についてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 最新の被害想定ということで御質問でございますが、現在公表

されているものでは、平成２６年５月に公表されました愛知県防災会議地震部会が出さ

れました被害予測が最新となっております。 

   この中で、幸田町は、過去地震最大モデルとして最大震度６強、家屋の全壊・焼失等

２００棟、死者数は１０人と想定されております。 

   また、理論上の最大想定モデルとしては、最大震度７、家屋の全壊・焼失１,１００

棟、死者数は６０人と想定されています。 

   今、議員言われましたように政府の地震調査会のほうは、南海トラフ巨大地震が３０

年以内に発生する確率が昨年の７０％から、７０％から８０％ということで、１つ上の

ランクに入ったという評価をことしになってから発表されております。想定した地震が

起きなければ、確率は時間の経過とともに少しずつ上がっていくものであり、確実に巨

大地震に近づいていると言われております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） ただいま平成２６年ということでありましたが、最大でマックス、

幸田町の被害予測は、死者数は６０人ということでありますが、本町は、６つの小学校

区ですので、各学区で１０人の人が亡くなるという計算です。考えてみると、大きな被

害予測だというふうに思います。 

   しかも、幸田町は津波被害はなし、ゼロ人ということでありますので、ほとんどが建

物の下敷きあるいは家具の下敷きによるものだというふうに思います。 

   このことから、過去の尊い教訓を生かして、建物や家具の下敷きにならない対策、つ

まり家屋の耐震化と家具の固定などの事前対策をすれば、本町における６０人の死者想

定数を死者ゼロにできるものと確信するところであります。 

   平成７年の阪神・淡路大震災による直接死は約５,５００人で、そのうち４,４００人

が倒壊家屋や家具転倒により、その下敷きで亡くなり、ほとんどが窒息死、圧死であっ

たということであります。 

   そこで、本町の各家庭における地震対策の現状とその啓発状況、あるいは今後の施策

等についてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 各家庭におけます地震対策の状況ということでございますが、

こちらのほう調査を実施したことがないため全町的な資料がございませんが、昨年、深

溝学区防災委員会が学区内においてアンケート調査を実施しておりますので、そのアン

ケート結果を紹介させていただきたいと思います。 

   アンケートは、昨年１１月に実施され、家具の転倒防止対策の実施状況や食料等の備

蓄状況、防災訓練への参加状況などが調査をされ、調査対象１,６６２件中、有効回答

数１,１３７件、回収率は６８.４％という結果でございました。このアンケートにおい

て、家具転倒防止対策を完璧に実施していると回答した方は１.４％、おおむね対策し

ているが１９.４％、少しだけ対策しているが４４％、６４.８％の方が何らかの対策を
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実施しているというふうに回答されております。一方で、全くしていないという方が３

３.６％という結果でございました。 

   あと、水の備蓄につきましても、何らかの対策をしてみえる方が合計で６９.７％、

していないとした方が２９％、食料の備蓄にいたしましても、何らかの備蓄をしてみえ

る方が７２.１％、していないとした方が２５.６％という結果で、多くの方が何らかの

準備をされているということがわかりました。 

   次に、町が実施しております啓発活動につきましては、広報紙やホームページに啓発

基準を掲載しておりますが、今年度におきましても、６月号に非常持ち出し品に関する

記事を、８月号には家具固定に関する基準を掲載しております。 

   また、ほぼ全ての区で実施されるようになった各地区での防災訓練における防災講和

の中でも、家具固定や備蓄品の重要性について啓発に努めているところでございます。 

   しかし、先ほどの深溝学区の防災委員会のアンケート結果のパーセントを単純に全町

民に当てはめてみると、家具固定は５,０００世帯以上が未実施で、食料は１万人以上

が備蓄品を備えていないということになります。 

   東日本大震災以前は、各家庭の災害用の備蓄食料等は３日分の確保をお願いしており

ましたが、南海トラフによる大災害時では、西日本の広域的な被害が予想されることか

ら、近年では１週間分の備蓄をお願いしているというところでございます。 

   これらのことから継続的かつ効果的な啓発活動が必要でありますので、こういう転倒

防止をすることによって死者ゼロというのが理想であると、私どもは思っておりますの

で、今後も積極的な啓発に努めていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 次に、住宅耐震化あるいは耐震シェルター、こういったものも有効

かと思います。耐震化の進捗と耐震シェルターの設置状況、今後の耐震化促進の進め方

についてお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 建設部長。 

○建設部長（羽根渕闘志君） 住宅の耐震化について、幸田町では耐震化を促進させるため

無料耐震診断及び耐震改修工事費補助を行っており、平成１５年度からの耐震改修補助

の実績としては、昨年度までで改修工事費補助が７５件、耐震シェルター補助が２件、

除却費補助が１１件となっています。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） シェルターがまだまだ少ないなというふうに思います。家具転倒も

これが有効かというふうに思います。 

   さきの９月の議会で、補正予算、小中学校の家具固定対策器具購入費、小学校２００

万円、中学校１００万円が組まれました。これは見直しなのか、追加なのか、また工事

費は含んでいるのか、この工事の内容についてあるいは進捗についてお聞きしたいと思

います。 

○議長（杉浦あきら君） 教育部長。 

○教育部長（志賀光浩君） 小中学校におきます地震対策ということでございますが、役場

庁舎を初めとした公共施設におきます地震対策として、小中学校につきましても、かね
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てより家具固定を推奨、実施してまいりました。しかしながら、６月の大阪北部地震を

機に再調査をしたところ、未固定の家具等がまだあるということが判明いたしました。

そのため、９月に補正予算をお願いし、追加の地震対策として実施をさせていただいた

ところでございます。 

   予定した対策については完了しております。金額につきましては、取りつけ工事費込

みの額でございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 追加ということでありますが、再調査の結果、追加ということであ

りますので、こういった仕組みは必要かというふうに思います。 

  子どもの命あるいは教職員の命を守る対策ということでは最優先すべきだというふうに

思います。 

  民間企業では、阪神・淡路大震災の２０年前の教訓から、オフィスのコピー機や机、棚

など全て固定化の実施が、２０年前に終わっていると認識をしております。先ほど言い

ましたように、今後、棚、学習機材、こういったものの更新時に転倒防止や移動防止、

こういった対策工事のルールづくりやマニュアル制度など標準化を進めるべきだという

ふうに思います。この点についてお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 教育部長。 

○教育部長（志賀光浩君） 学校が棚や学習機材等を購入するとき、あるいは購入した支払

いの歳には、もれなく、教育委員会、学校教育課を経由することになります。その手続

の際に、必ず買ったものに対する固定の手配は大丈夫かというチェックを徹底してまい

りたいと思います。 

   また、既存物品を移動された際の対応につきましては、毎年、教育委員会が学校に対

し備品台帳と現物の照合するよう指示を発しておるところでございますが、その際に移

動した物品がある場合は、その固定は大丈夫かということをあわせて確認の一言を添え

るようなルールづくりをしてまいりたいと考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） わかりました。 

   そのほか、公共施設である地域のコミュニティーあるいは集会施設、保育園などの対

策状況についてはどうでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 御質問の家具転倒防止対策につきましては、役場庁舎、消防署、

中央公民館、保健センターなど、主要施設では対策は実施されておりましたが、家具転

倒防止対策につきまして、大阪の地震を受け、大変遅くなりましたが、地区のコミュニ

ティーだとか、保育園、こちらの未実施の施設についても各所管課にて、今年度、緊急

実施をしております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） わかりました。 

   何事もスピード感を持ってというふうに思います 

   次に、本町と災害時応援協定を締結している東京都立川市では、平成２１年度から２



- 9 - 

３年度までの３年間の期限付きで、上限１万５,０００円までの家具転倒防止器具の購

入費助成を実施し、希望する世帯に無料で支給する事業を展開をしたということであり

ます。 

   立川市に直接問い合わせをしたところ、その３年間で多くの世帯の方に利用をしても

らい、家具転倒防止の啓発が進んだということでございました。 

   平成２４年度からは、高齢者世帯家具転倒防止器具取りつけ事業、これに切りかえて

６５歳以上の高齢者世帯などにＬ字型金具やガラス飛散防止フィルムなどの９種類、最

大で５カ所に無料で取りつける事業を進めているということでございました。 

   現在、本町の公的な家具転倒防止の支援制度の事業、こういった現状と立川市のよう

な事業を取り入れていく考えについてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 本町におきましては、福祉施策の中におきまして、平成１

８年度より幸田町家具転倒防止器具取りつけ支援事業実施要綱を設けておりまして、対

象者を町内在住の６５歳以上の高齢者のみの世帯あるいは身体障害者１級、２級療育手

帳Ａ判定、精神保健福祉手帳１級の方がいる世帯を対象といたしまして、１世帯２棹ま

でのタンスを金具での固定を無料で行っておるという制度を設けております。 

   ただ、実績におきましては、年間２件ないし３件ほどの申請ということでございまし

て、制定後１０年がたつことでありますが、まだ１１件ほどの利用であるという状況で

ございます。 

   確かに、今は福祉施策の一環としての対象者で実施しておりますので、今後、立川市

が行ってきましたような一般家庭への対象者の拡大ですとか、あるいは設置に対する棹

数を拡大といった制度拡充につきましては関係部署と調整を図っていきたいというふう

に考えておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 阪神・淡路大震災のときの負傷の原因は、７割は家具の転倒とガラ

ス破損が大半を占めているということでありました。しかし、裏を返すと、家具の固定、

ガラスの飛散防止などを対策しておけば、多くの負傷者を未然に防ぐことができるとい

うことです。つまり、家具固定やガラスの飛散防止は、個人ですぐに実施できる速効性

と、減災効果の高い取り組みと言えます。 

   ガラスの飛散事故につきましては、本町でもことしの４月の震度４の地震発生時に町

立図書館のガラスが割れて、けが人も発生した事例もあります。また、新規オープン直

後の多世代交流館でも軒下が破損し落下した事故も身近に起きております。 

   公共施設や学校、保育園におけるガラスの飛散防止などの対策状況と、各家庭におけ

る対策の状況についてもお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） まず、公共施設の対策の状況につきましては、役場庁舎、学校、

保育園、公民館、コミュニティー等多くの公共施設においては被災防止対策をほぼ実施

済みであります。その中でも中央小学校の体育館は改築時に、また、幸田保育園では本

年度の大規模改修にあわせて、より安全な強化ガラスへの改修を実施しております。 
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   しかし、避難所でもある幸田小学校の体育館や北部中学校の武道場、保健センター等

については、いまだまだ未実施であるということで、来年度対策を予定していきたいと

いうふうに考えております。 

   その他の未実施の公共施設もあれば、順次、対策を予定していきたいというふうに考

えております。 

   次に、各家庭におけるガラスの飛散防止対策については、各区の防災訓練も防災講話、

広報等で啓発を行っており、また、過去には安全・安心なまちづくり推進大会にて飛散

防止フィルムを配布し、啓発したこともありましたが、なかなか進まないのが現状でご

ざいます。 

   今後も、御自身の身は御自身で守っていただくように備えていただくことをお願いを

していきたいというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 家屋の耐震化や家具の固定で負傷者が減るということは、逆に救出

対象者が減ることで救出活動ができる、マンパワーがふえることになります。自助は最

大の共助であるということであると思います。 

   そして、今、自助、共助、公助の３つに加えて、お互いに助ける互助、これを加えま

して自助、互助、共助、公助の４つの助が多く使われるようになってきております。 

   消防等の救出活動が行うことができる行政の職員数は限られております。いざという

とき、助けられる人から助ける人へということだというふうに思います。 

   本町の災害時避難行動要支援者の登録は、過去、手挙げ方式だったためか、なかなか

進みませんでしたが、ことしに入って登録者数が急増したようでありますが、その現状

についてお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 平成２５年度の災害対策基本法の改正によりまして、災害

時避難行動要支援者の登録を進めてきたわけでございますが、先ほど議員申されました

ように、手挙げ方式では、平成２９年１２月末現在で１５５件にとどまっておった状況

でございました。 

   そして、要支援者の対象者の要件を独居高齢者でありましたら７５歳以上を６５歳以

上に、障害者移動の介助の度合いで範囲を拡大するような変更、登録の勧奨を行ってい

ったところ、平成３０年８月末現在で１,４２２件の登録をいただいておるという状況

でございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） わかりました。 

   大変ふえたことはいいことかというふうに思いますが、本当に命にかかわる支援が必

要な人に支援ができる登録制度であるべきだというふうに思います。 

   先月末の１１月２５日の中日新聞の朝刊に、大府市が災害時の避難行動要支援者の名

簿を本人からの拒否がない限り、氏名や住所などの個人情報を警察や自主防災組織など

に提供できる条例を制定するとき記事か出ました。これは、県内初の条例制定で、秘密

保持義務なども定め、災害時には拒否をしている場合でも情報が提供されるというもの
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であります。こういった条例制定の考えも含め、今後の施策について進め方をお聞きい

たします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 大府市の条例制定の動きにつきましては、報道により承知はい

たしております。名簿登録につきましては、さまざまな意見を頂戴しております。その

意見の中には、地域や近所の人たちに障害を持っていることを知られたくないという意

見もあり、個人情報の取り扱いには十分な配慮が必要であるというのは当然のこととい

うふうに理解をしております。 

   一方で、現在の名簿登録者数は先ほど話がありましたように、１,４２２人と昨年と

比較し大幅に増加をしております。これは民生委員さんを初めとする地域の皆さんの努

力のお蔭と深く感謝をするところでございます。 

   地域の自主防災組織には、名簿を活用し、避難訓練を実施しようとする動きや災害時

に隣近所で要支援者の避難を手助けしようという活動も検討されているところであり、

そのような地域の活動を手助けすることにより、全町的に支援の輪が広がっていくこと

が理想というふうに考えております。 

   幸田町における避難行動要支援者名簿登録制度の問題点や改善点等をモデル的地域と

ともに研究をしていきたいというふうに考えております。また、災害時においては、災

害対策基本法第４９条の１１第３項の規定により、同意のない方を含めた全ての名簿情

報を関係機関等に提供することができるというふうにもされているということでござい

ます。 

   今回、多くの方が同意をされ、名簿登録者数は飛躍的に増加しました。しかし、真に

支援を必要とする方が全て登録されてるとは限りません。今後も登録の適切管理に努め、

条例制定の必要性を含む避難行動要支援者名簿の登録の手法等については、研究を進め

させていただきたいと思っております、当面は現在の活動の支援に注力をしていきたい

というふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） いずれにしましても、実際に災害が発生した場合にいち早く危機状

態からの脱出、回復を図るクライシス管理、これを進め、被害が最小限となる災害に強

いまちづくりの施策が住民と行政の共同で進むことを願い、次の質問に移ります。 

   ３項目めの質問でありますが、消防力の整備、充実強化についてであります。 

   日本の消防は、昭和２３年に消防制度確立以来、国民の安心・安全の担い手として大

きな役割を果たしてまいりました。災害から国民の生命、身体、財産を守るための消防

の３要素は、人、施設、水と言われております。この３要素整備と消防業務は、市町村

が責任を有し、その実態に応じて設置するものであるなどと定められております。 

   しかし、日本全体の消防力は、これらの最低基準を下回っており、火災や大災害に対

応するための消防力は不十分で、消防職員の懸命な活動にもかかわらず、多くの犠牲者

を出す悔しい結果となっているのが現状であります。 

   まず、本町の消防職員の人員の充足率、また、設備や車両などの整備率の現状につい

てお聞きをいたします。 
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○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 消防力の整備指針に基づきます職員基準数１０３人に対しまして、

現人員は５６人でございます。５４.４％となっております。車両につきましては、は

しご車、化学車、救助工作車、各１台、救急車３台はそれぞれ充足率１００％でござい

ます。 

   消防ポンプ自動車につきましては、基準数３台のところ、２台の登録で６６.７％で

ございますが、ことしの夏の事故により、１台廃車になった関係で、現状では３３.

３％となっております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） わかりました。 

   今言われた率ですね、数字は近隣と比較してどのレベルにあるのかについてもお聞き

します。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 近隣につきましては、岡崎市が職員７５.４％、車両につきまし

ては、はしご自動車１３３.３％、消防ポンプ車８２.４％、その他は１００％、西尾市

消防本部につきましては、職員数６０.２％、車両については消防ポンプ自動車８１.

３％、その他は１００％、蒲郡消防本部は職員数６７.９％、車両については全て１０

０％になっております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 今の数字を見てみましても、本町の消防力は明らかに低いレベルに

あることがわかります。 

   次に、消防年報を見ますと、救急出動が年々増加傾向にあるようですが、その状況に

ついてもお伺いをいたします。 

   また、１１９番入電時に心肺停止や重症患者について救急隊を支援する消防ポンプ隊、

いわゆるＰＡ出動の支援連携はどれぐらいいるのかもお聞きします。 

   また、その際の出動人員体制のやりきりについてもお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） まず、救急出動件数ですけれども、平成２７年１,３８３件、平

成２８年１,４７６件、平成２９年１,５３８件と年々増加傾向にあるのがわかるかと思

います。 

   ＰＡ連携につきましては、平成２７年２５４回、平成２８年２９０回、平成２９年２

４９回と、これも多い数字となっております。ＰＡ連携につきましては、救急隊につき

ましては３名、支援隊３名の２台体制で、それぞれの車両に救命士が１名ずつ乗車の体

制となっております。 

   救急車のみでの出動が２台重なった場合、当直グループでの対応がなかなかできない

というようなことで、非番招集での対応ということが予想されます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 人員の充足率を考えますと、ＰＡ出動のときに３人、３人、２台行

くといったようなことも含めて、同時に２台、３台重なることが想定されますが、その
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ときの人員確保はどのようにされているのか、お聞きをいたします。 

   先ほど非番出動の件もありましたが、１０月時点で数字を見てみますと、非番出動が

１６９回と昨年１年間の１３５回を既に大きく上回っており、年間２００件を超えるよ

うなペースでふえておりますが、急増している要因と、この回数など近隣との比較につ

いてもお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） まず、救急等重なった場合については非番招集で対応しておると

ころでございますけれども、平成２８年は１２８回、平成２９年は１３５回であったも

のが、平成３０年の１０月２２日時点で、議員おっしゃるように１６９回ということで、

非常にふえておる状況でございます。 

   近隣につきましては、岡崎市では１０回の３７４人、西尾市はゼロ回、蒲郡市でも７

回、７９人ということで、やはり人員体制の不足が原因かと思われます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 今の数字を聞いてびっくりしたんですが、近隣と比べて非番出動、

非常に多いなという感じを受けたところでございます。 

   次に、マスコミなどでも取り上げております不用な通報で消防、救急の妨げになるよ

うな１１９番通報もあるかというふうに思います。軽い症状の場合でも救急車を呼んだ

り、中には救急車をタクシーがわりにするといったところが、こういったことが問題に

なっております。本当に救急が必要なとき、あるいは必要なところにこれがおくれてし

まうということが懸念されます。 

   本町においても、そういった不用な通報のトラブルの事例、あるいはその対応策、こ

れについてお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 救急車の適正利用については、ホームページ等で掲載し広報して

おるところでございますが、過去には年間で１人で６０件ほど救急要請をされたという

ような方がいらっしゃったことがございます。ことしにあっては１７件というような、

そういった方もいらっしゃいます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 幸田町もあるということでございますが、多発する災害や武力攻撃

事態体制、または高齢者社会のこういった社会の中で救助体制の充実強化など、確実に

推進していかなければならないんだというふうに感じております。 

   今後、幸田町は人口増加が続き、救急件数の増加が考えられますが、消防及び救急体

制の充実強化、そして、今後の対応についてどのような考えられておるのか、お聞きを

いたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） まずは、消防力の整備指針に基づく基準をクリアするように、な

るべく整備、人員の強化を図ることが重要かと思います。まず、救急車につきましては、

今後予想される救急件数の増加に対応するための救急車につきましては、現状３台で１

００％でございますが、今後、４台目の体制が必要かと考えております。それに伴う人



- 14 - 

員の確保、定数の変更等も必要になってくるかと考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 早急な対応をするべきだというふうに思います。 

   次に、女性消防士の採用についてお聞きをいたします。 

   東日本大震災や熊本の地震の教訓の一つとして、女性の視点での防災力強化というも

のが強く求められております。 

   また、男女共同参画社会としても、女性ならではの感性を生かすことで地域の救急や

減災につながっていくものというふうに考えます。 

   全国で１６万人いる消防士のうら、女性の割合は２.７％という数字も公表されてお

ります。 

   そこで、県内近隣の女性消防士の現状と本町の女性消防士採用のためのＰＲや啓発、

採用に向けた取り組みの現状についてお聞きをいたします。 

   また、今後、女性消防士が誕生し、勤務をするに当たって、施設の整備の状況につい

てお聞かせをください。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 県内の女性消防職員につきましては、２.１％となっております。

岡崎市におきまして２.６％、豊田市１.４％、衣浦東部１.４％、西尾市１.０％、蒲郡

市０.９％、本町におきましては、本庁より女性職員を迎えたことにより１.８％となっ

ております。 

   女性職員の採用に向けては、幸田高校生に対する消防署でのインターンシップを平成

２９年から行っております。 

   また、就職指導の教員に対しても、採用についての説明をしているところでございま

す。町外の救命士養成学校等にも今後、取り組みを広げたいと考えております。 

   女性対応の施設につきましては、現状は更衣室、トイレは完備しておりますので、日

勤職員の対応は可能と考えております。当直勤務の女性に対しては、今後、女性用の休

息室、仮眠室、シャワー室などの整備が必要かと考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 国の整備指針に定める人員確保あるいは地域の実情に即した消防体

制、これを整備していくことが強く求められている現状だというふうに思います。 

   次に、私は過去の一般質問で、平成２３年と平成２６年にＡＥＤ設置の拡大、これを

訴えてまいりました。住民の救える命を救う施策推進のため、再度質問をいたします。 

   ＡＥＤは突然心臓が停止した直後に電気ショックを与え、正常に戻す医療器具である

ことは周知のとおりであります。本町の設置の現状と町内でのＡＥＤの使用実績、実際

に命が救われた事例があればお聞かせください。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 現状、幸田町ではＡＥＤは公共施設３６施設、４６台、事業所５

６施設、７９台の計９２施設、１２５台が任意により設置されていることを確認してお

る状況でございます。 

   実績につきましては、平成２５年から５回ございまして、平成２６年には実施した症
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例で社会復帰されたということを確認しております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 心停止後３分以内にＡＥＤを使えば７割が助かるというふうに言わ

れております。救急車の到着時間を早めることは、すぐにはできないことを考えると、

ますます一般の人が一刻も早くＡＥＤを使用できるようにすることが重要となります。

ＡＥＤの屋外設置を進め、夜間でも人のいるところ、目立つところにＡＥＤの設置拡大

をと、過去の一般質問で発言をしてまいりました。 

   ＡＥＤの屋外設置といつでも使える施策の現状、それと公共施設や体育館内にあるも

のは、緊急時にガラスを割って使用が許可をされているということでありますが、その

適切な使用方法についてもお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 現在、小中学校体育館に設置してあるＡＥＤにつきましては、更

新時期に順次体育館の外に設置しているということを確認しております。今年度中には、

全ての体育館で外に設置されるようでございます。小中学校に設置してあるＡＥＤにつ

きましては、学校教育課からガラスを割って中に入ることの許可を得ているということ

も確認をしております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 年内に外にということでございます。 

   次に、近隣ではコンビニ店にＡＥＤ設置が進んでおります。田原市、豊川市、隣の蒲

郡市の東三河、そして尾張地域も設置が既に実施をされてきております。中間に位置す

る西三河の本町がＡＥＤ使用の谷間とならないように設置を進めるべきだということも

申し上げました。 

   そして、今年度、本町もＡＥＤのコンビニ店設置に向け、前向きに取り組みがされて

いる。このことを大いに評価するところでございます。 

   このコンビニ店設置の実現に向けた具体的な状況をお聞きいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） コンビニエンスストア４社の本部に、設置についての意向調査を

実施し、設置については、協力的な御回答を得ておる状況でございます。来年度実施に

向けて予算措置を講じ、リース方式による契約でＡＥＤの設置を現在、検討しておると

ころでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 総務教育委員協議会の資料に示されたＡＥＤのマップがございます

が、これを見てみますと、深溝地区のＪＲ線路の西側には３カ所のＡＥＤマークがあり

ますが、線路の東側はマークが全くなく、空白地帯となっております。町内のＡＥＤ空

白地域の現状と今後の対応策、それから、先ほど言いました深溝地区のＪＲ線路の東側

には、最近オープンしました２４時間営業のスーパーとかカラオケ店もございます。コ

ンビニ店以外の２４時間スーパーやファミレスなどへの設置の考えについてもお聞きし

たいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 
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○消防長（吉本智明君） まず、空白地域でございますが、議員おっしゃった地域のほかに

は長峯、久保田、新田、永野、須美、桐山、逆川と、そういった地域がコンビニのない

地域ということになろうかと思います。まずは、本町といたしましては、コンビニへの

設置、ＡＥＤの設置を察していただき、その後の対応につきましては、今後の状況を見

て順次検討をさせていただきたいと考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） ぜひ、次の手ということで考えていただきたいと思います。１秒で

も早くＡＥＤが使える環境を整えるのが行政の役目だというふうに思っております。 

   最後に、町長にお聞きしたいと思います。 

   町長の公約の中で、消防本部のテラス化、これを上げられております。町の防災力を

高めるため、住民とともに地域の防災力を強化していく、こういった意思は伝わってま

いりますが、全体のイメージがまだはっきりと示されておりません。どのような施設の

形態と人員、人材、設備、仕事の内容についての考えと。また、消防本部のテラス化の

モデルになったようなところがあればお聞かせください。 

   そして、実際に設置するに当たり、課題などについてもお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 町長。 

○町長（成瀬 敦君） 申し上げましたように、消防本部のテラス化であります。平成３１

年度におきまして、検討のために専門委員会の設置を行って、基本方針及び事業内容の

検討を行う予定であるということであります。今お話ありましたように、私の公約であ

ります消防本部のテラス化、幸田町を２４時間見守っていくということで安全・安心の

テラスセンターといったような機能で防災を中心とした安全・安心の拠点づくりを行っ

ていきたいと思っておるところでございます。 

   このモデルケースというものについては、思い当たるところがあって公約にしたもの

ではございません。私が職員だとか、副町長の時代から防災に携わってきた経験から、

常々、町民の皆さんを連続して絶え間なく見守るような体制の必要性というものを感じ

ておったところでございます。 

   もちろん、幸田町では役場組織ではＢＣＰの策定、そして地域の地区の防災訓練等の

実施、さまざまな取り組みを行っております。先ほどから言われましたように南海トラ

フの巨大地震の確率も大変高くなっております。愛知県もその中心被災地になる可能性

もあるということでございます。防災・減災の意識の向上、減災の対策の習慣化、継続

化が最も重要であると思っておるところでございます。 

   そういった意味で、先ほど検討委員会を開くということでございますけども、そのメ

ンバーの中に現在、職員を派遣しております名古屋大学の減災連携研究センターのセン

ター長であります福和教授だとか、それから、防災の福祉的な権威であられます内閣府

で災害時要援護者の避難支援に関する検討委員会の委員であられます跡見学園女子大学

の鍵屋先生だとか、または女性の生活者の視点で専門的な知識を持っておられる内閣府

防災スペシャリスト養成企画委員会の国崎信江先生等々を検討委員会の中に入れながら、

もちろん住民の方々の知見も入れて、事業内容の詳細等、運営体制などを、そういった

検討委員会の中で検討していきたいという考えを持っております。 
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   以上です。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向君。 

○15番（酒向弘康君） 消防本部のテラス化とＡＥＤのコンビニ店設置、これは町長の公約

でもあります。住民の命を守る、救える命を救うため、スピード感ある実現を期待し、

私の質問を終わります。 

○議長（杉浦あきら君） １５番、酒向弘康君の質問は終わりました。 

   ここで、１０分間の休憩といたします。 

                             休憩 午前１０時０２分 

─────────────── 

                             再開 午前１０時１２分 

○議長（杉浦あきら君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   次に、１１番、池田久男君の質問を許します。 

   １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 皆さん、おはようございます。 

   議長のお許しをいただきましたので、さきに通告してあります平成３１年度の予算編

成、２つ目として、多発する自然災害の対策について順次質問してまいります。 

   まず、平成３１年度の予算編成について、お伺いをするものです。 

   町長は１０月１５日に、平成３１年度当初予算編成方針を発表されました。その内容

は、海外経済の不確実性などの影響が懸念されるが、雇用、所得環境が改善、景気は緩

やかに回復していると発表でございます。 

   これは、アベノミクスの取り組みのもと、２０１２年末ごろから緩やかな回復が続い

ており、名目のＧＤＰは過去最大を記録しております。 

   本町の財政状況は、安定した財源確保には非常に厳しい状況であります。企業城下町

であります本町は、法人町民税が頼りでありましたが景気に左右され、また、ふるさと

寄附金にあっては、今後の見通しは不透明であり、安定財源とは言えません。まずは企

業誘致、区画整理事業など、新たな財源確保ができるまで積極的に取り組まなければな

りません。 

   その一方で、人口は毎年、堅調に増加を続けており、若い世代の転入も相次いでいま

す。子どもの増加に伴い、子育て、教育環境の整備、扶助費、公共施設等の老朽化対応

も避けてとおれない喫緊の課題であります。 

   そこで、最初の質問をいたします。景気の動向はについての質問でございます。 

   ここ数年の景気回復は、堅調で世界経済を背景とする外需主導であったが、設備投資

に加え、個人消費の伸びが増すことで、内需主導で景気が拡大していることを予想して

います。 

   景気が緩やかに回復していることでありますが、まず、本町の企業の設備投資はどの

ように把握されているのか、お伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 本町の企業の設備投資についての御質問でございます。 

   町内企業の設備投資の動向につきまして、固定資産税の償却資産の税額等をもとに御
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説明をさせていただきます。 

   平成２５年度から平成２７年度では、償却資産税額は１５億円から１６億円で推移し

ておりましたが、平成２８年度からは１７億円を超え、さらに増加傾向にあります。ま

た、平成３１年度当初予算の算定に当たりましては、町内で事業を行う１５社にアンケ

ートを実施しましたところ、償却資産予定額が前年を上回る見込みであると回答した企

業が１４社ございました。 

   これらのことから、企業の設備投資は促進されている状況が見込まれ、大幅な伸びと

までは期待はできませんが、平成３１年度も引き続き増加傾向にあるというふうに見込

んでおります。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 企業立地動向を見てみますと、最近、須美地区でも企業進出があり、

今大変造成工事をやっておるようです。また、南山のほうでは済んだところもございま

す。そういう企業誘致には、目に見えませんけど、今、芽が出たよということで、３年

から５年ぐらいかかるじゃないかなと思っております。こういう企業誘致には積極的に

誘致をいたしまして、本町の財政に寄与していただきたいなと思っております。 

   そこで、１番目の御質問とも関連がありますけど、雇用、所得環境の改善についてを

お伺いするものでございます。 

   四半期ごとに発表している働く人の賃金の総額を示す雇用者報酬の前年同期と比較す

ると、伸び率が実態より高くなっているとの報告でございます。 

   日銀が公表した報告でも、北陸・東海地区は、拡大していると公表し、求人倍率でも

１番目の東京が２.０８倍、そして、２番目は福井の２.０倍、３番目が１.９８倍の富

山、５番目に石川の１.９７倍と上位５番目の中に、北陸の３県が上位を占めていると

いうことでございます。 

   東海地区でも、北陸地区ほどではありませんけど、拡大しているとの報告でございま

す。 

   そこで、お伺いいたしますが、雇用の状況、所得環境の改善について、本町はあった

かないか、お伺いをするものです。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 議員言われました企業誘致につきましてですが、当然企業誘致

を行えば、法人町民税のみではなく、固定資産税や先ほどの償却資産税、こういったも

のも期待ができるということでございますので、積極的に企業誘致のほうには努めてい

きたいというふうには考えております。 

   また、雇用の状況等でございますが、雇用の状況を知る指標の一つとして、有効求人

倍率がございます。町内のみの状況は、データとしては出ておりませんが、幸田町と岡

崎市をエリアとする岡崎職業安定所管内の有効求人倍率を見ますと、平成３０年９月が

１.６倍であり、リーマンショック後の平成２１年の０.４９倍と比べて大きく伸び、リ

ーマンショック前の水準まで回復傾向にあると言えます。 

   一方、町民の雇用状況につきましては、毎年、７月１日現在で調査を行う課税状況調

べを見ますと、給与所得者が直近１０年間で最も低い平成２２年度の１万４,２４３人
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に対し、平成３０年度が１万６,５１２人となり、２,０００人以上増加しております。

これを町総人口に占める給与所得者割合にしますと、平成２２年度が３８.１％、平成

３０年度が４０.１％で、２％増加をしております。 

   また、もう一つの御質問であります所得環境の改善についてでありますが、同様に、

課税状況調べで見ますと、直近１０年間で最も低い平成２２年度の給与所得者１人当た

りの総所得額３２７万３,０００円に対し、平成３０年度が３５９万５,０００円となり、

３２万２,０００円、９.８％の増となりました。 

   以上のことから、本町の雇用の状況、所得環境は改善をされているということがうか

がえます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 幸田にありませんけど、岡崎のハローワークでも求人倍率、そして

所得も上がっておるということをお聞きしましたけど、本町でも３２万円ほど給与所得

で上がっておるということでございます。大変ありがたいことでありますので、やはり

幸田町の企業城下町としての企業誘致、また区画整理事業など積極的に進められて、幸

田町の人がよりよい環境で就職、仕事をしていただきたいなと思っておる次第でござい

ます。 

   そこで、幸田町でもそうですけど、全国的に女性の高齢者が住んでいるということを

お聞きしましたけど、その日本の人口は年々減少していますけど、少子高齢化、本町で

も２０％を超えているという状況でございますけど、全国的には女性と高齢者の就業が

進んでいるということをお聞きしたんですけど、本町の現状をお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） それでは、最初に本町在住の女性の就業状況でございます。 

   こちらにつきましても、先ほどと同様に直近１０年間で最も低い平成２２年度との比

較となりますが、まず、給与所得者に関係なく幸田町の女性人口は、平成２２年度の１

万８,６０６人に比べ、平成３０年度は２万３４４人で、９.３％、女性がふえておりま

す。 

   一方、女性の給与所得者は、平成２２年度の４,９１７人に比べ、平成３０年度では

５,９６８人で、２１.４増加をしております。これを町の女性人口に占める女性給与所

得者割合にしますと、平成２２年度が２６.４％、平成３０年度が２９.３％ということ

で、２９％増加をしております。 

   次に、本町在住の高齢者の就業状況でございます。 

   こちらにつきましても、同様に直近１０年間で最も低い平成２２年度との比較となり

ますが、まず、給与所得者に関係なく、幸田町の６５歳以上の高齢者人口、こちらのほ

うが平成２２年度の６,２５２人に比べ、平成３０年度では８,５７１人で、３７.１％

の増となっております。 

   一方、高齢者の給与所得者は、平成２２年度の９０７人に比べ、平成３０年度では１,

５２０人で、６７.６％の大幅な増となっております。これを町の高齢者人口に占める

高齢者の給与所得者割合にいたしますと、平成２２年度が１４.５％、平成３０年度が

１７.７％で、３.２％の増加となっております。 
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   以上のことから、幸田町は現状といたしましては、女性、高齢者ともに仕事につき、

給与を得ている方が増加しているという状況がうかがえます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） ありがとうございました。 

   今総務部長がお答えになったように、基本的には幸田町は住みやすいという部分があ

るじゃないかなと思っております。そのことを踏まえて、雇用情勢がいい地域が見られ

ます。本町もこれを劣らないように、人手不足の解消、生産性の向上につながるような

施策を考えていただくことを提言して、次の質問にまいりたいと思います。 

   次は、予算の規模についてでございます。 

   平成３０年度の一般会計規模は１５５億２,０００万円で過去最大でありました。 

   要因は北部中学校の増設、給食用エレベーターの改修によるものであったと記憶して

おります。 

   また、ふるさと寄附金については、３割以内の見直しにもかかわらず、１５億円見込

んでいました。しかしながら、平成３１年度予算編成は、自然災害の多発、扶助費の増

加、公共施設等の老朽化対策など、予算編成には大変苦労されたというふうに承知して

おりますが、５つの重点項目を掲げておられますが、社会情勢、財政状況を踏まえ、山

積している課題と向き合って、一つ一つ確実に実行していかなければなりません。特に、

新規事業、事業の見直しを徹底的に見きわめ、無駄を省き取り組まなければなりません。 

   そこで、予算の規模について質間してまいります。 

   まず、予算規模でございますけど、前年度を下回らない水準かをお伺いいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 平成３１年度当初予算につきましては、現在、各課からの要求

を受け編成の途中でございます。 

   一般会計においては、今年度からの継続事業でございます北部中学校増築工事のほか、

豊坂小学校、給食センターの増築、小中学校のエアコン整備など、大型建設事業が予定

されており、また、藤田医科大学岡崎医療センター整備支援負担金の支出も予定されて

おり、事業精査を行ってはおりますが、過去最大でありました昨年度の１５５億２,０

００万円を大きく上回るというふうに予想をしております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 大きく上回るということで、規模はお伺いいたしませんけど、やは

り義務的経費の扶助費、それから、物件費がふえておるではないかなと、私自身思って

おりますけど、その大幅に上回っておるという要件で、義務的経費の増加についてお伺

いするものでございます。 

   人件費は年々減少しておりますので、この場では質問をいたしません。 

   起債、扶助費などを中心に、個別に質問してまいります。 

   まず、起債でございます。これは一般会計ベースで質問をいたしますので、よろしく

お願いをいたします。 

   平成２６年は４,０００万円と少なかったですが、平成２７年１７億２,３００万円、

平成２８年２億７,４００万円、平成２９年は１億５,３７０万円、そして、平成３０年
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２億７,０００万円、これは書きとめたものでございますけど、確認いたしますが、こ

れで間違いはございませんでしょうか。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 一般会計におきます各年の起債の借入額につきましては、議員

おっしゃるとおりでございます。 

   ただ、平成３０年度につきましては、予算額で今言われました２億７,０００万円と

いうことでございますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） それでは、これは一遍にお聞きをします。 

   現在の借金の残高、そして、来年度は状況によりますけど、借金をするのかしないの

か。また、その借金返済方法はどのように計画しておるのかをお伺いいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 一般会計の平成２９年度末の起債残高は４５億６,０００万円

でございます。最も残高が多かった平成９年度末では１３２億円もございました。リー

マンショックで一旦は増加したこともございましたが、それ以降も厳しい財政状況の中、

起債残高の減少に努め、約３分の１まで起債の残高は減少をしております。 

   来年度につきましては、大型建設事業が多く、起債の借り入れに頼らざるを得ない状

況ではございますが、起債残高が増加していかないように、公債費と同額以下の借り入

れに抑えようというふうには考えております。 

   また、返済計画につきましては、公債費につきまして、過去には１６億円も公債費が

ございましたが、近年でも１０億円程度、毎年あったということでございます。将来的

には、毎年５億円程度に公債費を抑え、その差額を毎年の自主財源として確保していき

たいというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） ３分の１に減っているということで、これはやはり町民会館の返済

が終了したことが大きいかなと思っております。 

   また、借金については、返済方法、本当に前の町長が申しましたけど、借金はしない

という方向を出している、今の町長もそうだと思いますけど、どうしても要るのはやむ

を得ず借金をされると思いますけど、この借金返済については、どうか返済方法につい

てよくよく考えられまして計画をつくっていただき、無駄を省くようにお願いをして、

次の扶助費についてお伺いをするものでございます。 

   この件についても、一般会計ベースでお伺いをいたします。先ほどと同様に、平成２

７年１７億８,０００万円、平成２８年２０億円、平成２９年２０億６,０００万円とい

うことで、同じくこれで間違いありませんか、お尋ねをするところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 今議員言われました、借金はしないと、そこまでは考えてはご

ざいません。やはり借金、こちらのほうも有効に計画的に起債のほうは考えていきたい

と思っております。もちろん残高をどんどんふやしていくということは考えておりませ

んが、計画的な起債のほうは考えておりますので、よろしくお願いします。 
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   それから、今、扶助費のほうでございますが、一般会計における各年の扶助費の額は、

議員おっしゃるとおりであり、年々増加をしております。平成２０年度の８億７,００

０万円と比較すると、２.３倍以上にこちらのほうも増加をしておるということでござ

います。 

   また、金額の数字のほうは、議員おっしゃられたとおりということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 借金の返済については、有効的に計画的に返すということでござい

ますので、次の扶助費についてお伺いします。 

   本町においては、日本創成会議において、２０１０年から４０年にかけての若年女性

人口の増加率が全国１４位と高い水準で、人口増加と推測されます。 

   高齢化も、他の自治体と同様に進んでいます。将来、本町がより魅力あり、活力ある

町にするために、目標や基本的施策をもってまちづくりを進めていく必要があります。 

   このような状況において、社会保障のための費用も、少子高齢化社会を迎える中で増

加を続けております。その中でも扶助費については、総額で前年度より３.０ポイント

増加しております。その中で最も伸びている福祉部門の扶助費についてお伺いをいたし

ます。 

   障害者や高齢者の福祉部門における扶助費の状況について、どのような状況かお聞か

せをいただきたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 障害者福祉におきまして、障害者福祉制度における身体・

知的・精神障害者手帳の所有者はいずれも増加しておるという状況でございますので、

サービス制度を受給される対象者の増加に比例いたしまして、この５年間で扶助費は４

億円から７億円へと大幅に増加しておる状況でございます。 

   高齢者福祉におきましても、６５歳以上の人口が年々増加しておるということでござ

いまして、それに比例いたしまして、要支援者あるいは要介護認定者数も増加しておる

ということでございます。 

   各種サービス等事業全てにおきまして、利用者が増加しているというわけではござい

ませんが、利用者人口の増加に比例いたしまして、こちらのほうの扶助費も徐々に増加

しておるというような状況でございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 福祉サービス制度の受給対象者の増加に伴い、扶助費が徐々に増加

していることはわかりました。 

   それでは、それらの福祉施策の状況において、どのようなことが課題となっているか、

お聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 障害者福祉におきましては、先ほども申しましたように対

象者の増加に伴いまして、施設入所が受け入れ先を見つけにくくなってしまってきてい

るような状況ですとか、本人及び介護する方の高齢化に伴う一時預かりですとか、グル

ープホームの設置あるいは成年後見支援などの対応というものが課題になっておるとい
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うことでございます。 

   また、高齢者福祉におきましては、やはりひとり暮らしや高齢者のみの世帯、こうい

ったところへの見守りですとか、６５歳以上の人口増加によります各種サービスの受け

入れですとか、時には認知症、高齢者の増加への対応、介護予防などによる健康維持、

増進対策、こういったようなものが課題になってきておるということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 福祉施策における現状の課題はわかりました。また、それらの課題

に対応するために、新たな施策の必要性も検討していくものもあることがわかりました。 

   それでは、それらの施設の対応のため、福祉施策における国、県からの財政的支援の

支給について、主なもので結構でございますけど、お聞きしたいと思いますのでお願い

をいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 主な障害福祉サービスの利用者負担割合ということでござ

いますが、ルール分といたしまして、その世帯の収入状況によりまして、０％のことも

ありますが、その１０％までの間ということになっておりまして、残りを国が２分の１、

県が４分の１、町が４分の１を負担するものというふうになってきております。これも

制度を利用しながら充実のほうを図っていきたいという考えでおります。 

   高齢者福祉におきます扶助費につきましては、主に在宅介護手当ですとか、紙おむつ

引きかえ補助券の支給など、こういったようなものがありまして、これらは全て町の負

担ということになってきております。 

   なお、扶助費とは異なりますけれども、介護保険制度の仕組みにおきましても、被保

険者負担割合というものが１割から３割というものもございまして、残りの費用につき

ましては、国、県、町、それぞれルールに従って負担をするものというふうになってお

るところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 制度を利用しながら充実を図っていくということでございました。 

   特に、在宅介護手当、紙おむつ引きかえ券は、町が１００％負担となっておる。これ

らも含めて、国、県の支援をいただきながら、何とか、国、県で補助をいただけるよう

な知恵を、これは福祉課だけじゃなく、幸田町全体の問題であると思いますけど、よく

検討していただき、この制度を十分活用して前向きに取り組んでいただきたいなと思っ

ておりますので、よろしくお願いをいたしまして、基金残高について質問をいたします。 

   基金は大別すると、一般財源の急速な落ち込みなどに対応する財政調整基金、地方債

の償還等を目的とする減災基金、特定の目的を定めて積み立てを行う特定目的金などが

あります。本町でも財政の不安定さに備えて、職員定数の削減を初めとする行財政改革

を行いつつ捻出した基金を蓄えにしておるということを承知しております。 

   そこで、現在の基金残高と目的に応じた適正額、これは幾らと考えるか、２つの点に

ついてお伺いいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） まず、９月補正後の基金残高でございます。 
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   財政調整基金が２５億８,４００万円、教育施設整備基金が４億６,０００万円、福祉

施設整備基金が１,２００万円、都市施設整備基金が５,４００万円、医療施設等整備基

金が６億２００万円で、一般会計基金残高合計は３７億１,２００万円でございます。 

   財政調整基金を初めとするそれぞれの基金について、適正額が幾らであるか、こちら

については状況に応じて変わってくるため明確な回答は難しいわけではございますが、

財政調整基金につきましては、近年、当初予算編成時の財源不足に対応するため財政調

整基金を毎年１０億円程度、計上しているということもございます。その３年分の３０

億円を一定の目安として確保、運用していきたいというふうに考えております。 

   また、教育施設整備基金については、小中学校等の学校教育施設の増築や町民会館等

の社会教育施設の計画的な改修に対応するため、現在の積立額では十分と言えないため、

財政状況を見ながら、今後、積み増しをしていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 学校施設においては、もう少し積み増しをしていただくということ

で、適正額、本町においては３０億円ぐらいが適正額ではないかということでございま

す。 

   また、保有する基金については全て使い道が明確に決まっていると思いますが、いま

一度、保有する基金について目的が決まっているかどうか、もう一度、お伺いをいたし

ます。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 財政調整基金以外の基金につきましては、全て目的基金という

ことでございます。その中でも、今御説明させていただきましたが、教育施設の整備基

金、こちらのほうが学校の増築、北部中学校もありますし、豊坂小学校もある、いろん

な学校の増築というものを今後計画してあるということ、それから町民会館につきまし

ても、プールも含め、やはり老朽化しておるということもございます。 

   現在、４億６,０００万円、この基金だけではやはり全然足らないというふうに考え

ておりますので、ただ、基金のみを活用して修繕や増築を行うわけではないです。もち

ろん国からの補助金だとか、それから、起債だとか、そういったものもあわせて考えて

おりますので、この基金のみとは考えておりませんが、ただ、４億６,０００万円では

全然足りないというふうに思っていると。 

   その他の基金については、少額のものは除きますが、医療施設等の整備基金につきま

しては、こちらについては現在６億２００万円ですが、御存じのとおり藤田のほうに支

払いの予定ということが決まっておりますので、こちらのほうも時期が来ましたら全て

吐き出すという形になっております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 本町の基金については、教育資金については多少増額するというこ

とです。後は全て使い道が明確に決まっているということでございますので、ちょっと

安心をしているところでございます。 

   次に、公共施設等の老朽化対策についての質問に移ってまいります。 

   過去に建設された公共施設等が、これから大量に更新時期を迎えます。施設を保有す
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る本町では、計画的に施設の管理を行うことで、維持管理、更新等に係る財政負担を軽

減、平準化、施設配置の最適化を図ることが重要と考えます。 

   そこで質問をいたします。 

   施設自体の廃止、統合は必要であるかどうか、お伺いをするものです。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 平成２７年度に策定いたしました幸田町公共施設等総合管理計

画におきまして、今後４０年間の将来更新費用は、年平均で４２.６億円と驚くべき試

算結果になりました。当時、直近５カ年の年平均の維持補修費が１０億５,０００万円

程度であったということでございますので、町の財政経営としましては、大変危惧すべ

き試算結果というふうになっております。 

   健全な町財政経営と施設維持の両立を実現する方策といたしまして、施設保有量の縮

減と多機能化、複合化というものは必要であるというふうに考えております。 

   また、更新対象となる施設については、重要度や利用頻度、こういったものを調査し、

単に更新工事を施すのではなく、ほかの施設との統合や複合化につきましても、今後、

検討が必要であるというふうに考えておりますが、すぐに現在ある施設、これを廃止し

なければならないのかと。それから、統合しなければならないのかということではござ

いませんので、まだ使える施設については当然使っていきたいというふうにも考えてお

りますので、そういったものも時期を見ながら統廃合、こういったものも将来的には考

えていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 公共施設、過去に比べて約４倍になっております。今、部長が言わ

れたように、重要度、利用頻度を調査し、検討するということでありますけど、対象の

施設、点検、診断によって得られた個別施設の状況等を把握し、統合、更新、配置等を

検討していただきたいと思っております。 

   そして、次の適正管理の推進についてお伺いするものでございます。 

   民間と違って、公共施設は、利益追求を求める施設ではありません。そのような公共

施設において、メンテナンスを怠ると、本来の施設の寿命を大幅に縮めます。場合によ

って、尊い命を奪うこともあります。将来的な施設維持に必要な財源の確保はどうする

のかということで、財源の確保についてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 今年度、大阪府北部地震ではブロック塀の転倒と家屋内の家具

転倒により、尊い命が失われました。公共施設の維持管理が重要であることを、これで

再認識をさせていただきました。 

   財源がないため更新工事を先送りするといった状況は避けなければなりません。修繕、

更新等に必要な経費の財源確保を目的とし、長期的な視野に立って、町全体の計画的な

事業計画を作成するとともに、そのための例えば新たな基金の創設についても、今後、

検討していく必要があるというふうに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 基金の創設ということでございました。 
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   以上、３１年度の予算編成について多岐にわたり質問してまいりましたが、編成に当

たっては事業の執行について優先順位をつけ、見直し、廃止、縮減等を見きわめていた

だきたいことを申し述べて、次の大きな２番目の質問に入らせていただきます。 

   多発する自然災害の対策はということでございます。 

   本年１月に発生した新潟市、佐渡市の水道の断水、給水管が凍結し、この地域ではこ

れまでに見られないことであったため、凍結対策がとられていなかったそうです。 

   また、７月に発生した西日本豪雨、洪水、地すべりにより広範囲に被害が及んでおり

ます。１５府県、４５市町で多くの尊い命が奪われました。 

   ９月には、記憶に新しい北海道胆振地方で発生した地震は、被害の全貌はまだ明らか

になっておりませんけど、多数の死者、負傷者を出し、停電、断水など社会インフラが

被害に遭ったことにより、市民生活に大きな影響が出ました。 

   本年は台風、豪雨、地震、竜巻、そして熱中症により大きな被害をもたらしました。 

   そこで本町の対策をお伺いするものでございます。 

   まず、発生頻度、被害の形態も今までにないもので、初めに、熱中症対策をお伺いす

るものでございます。まず、熱中症とはどういう症状か、お聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 熱中症についての御質問でございます。 

   熱中症は、高温多湿な環境に私たちの体温が適応できないときに生じる、さまざまな

症状の総称であるというところでございます。 

   主な症状といたしましては、目まいや顔のほてり、筋肉痛や筋肉のけいれん、体のだ

るさを吐き気、汗のかき方の異常、体温が高く、皮膚の異常、呼びかけに反応しない。

真っすぐ歩けない。水分補給ができないなど、さまざまな症状がございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） それでは、町内の発症件数、搬送件数はどれぐらいあったかをお伺

いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 消防長。 

○消防長（吉本智明君） 町全体の発症件数については、私ども消防本部では把握できてお

りませんが、救急搬送件数につきましては、平成３０年度５月から９月末までが対象と

なっておりますが、３９件となっており、過去最多となっております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） ３０年５月から９月の間に３９件と、たくさん出ておる状況でござ

います。 

   それでは、ことしの夏でしたか、豊田市の小学生の幼い命が熱中症により奪われてお

りますけど、町内の小中学校の状況についてお伺いいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 教育部長。 

○教育部長（志賀光浩君） 小中学校の状況でございますが、熱中症で救急搬送された児童

生徒は中学生がこの夏、３名おりました。いずれも病院で点滴を打ち、その日のうちに

回復し帰宅をしたという状況でございます。 

   また、熱中症的な症状と見られる状況で、欠席や大事をとって早退をしたという児童



- 27 - 

生徒は９校で、延べ約３０人。それから、熱中症的な症状で保健室等で大事をとって休

養をした児童生徒が９校で、延べ約１３０名程度ということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 中学校で３件ということでございました。ことしもそうですけど、

将来的には異常気象ということで、日本でも高温、４１度というところも出ております。

これからもどんどん熱中症というのはふえていくじゃないかなと思っております。今、

９校で３０人ということでございましたけど、学校では何らかの対策は講じられておる

かどうか、お伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 教育部長。 

○教育部長（志賀光浩君） 全ての小中学校におきまして、１学期とまだ夏で暑い９月につ

きましては、午後１時に、それから夏休み中につきましては、午前１０時と午後１時に

熱中症指標、一般にＷＢＧＴと呼ばれておる指標でございますが、これを計測しており

ます。この計測した数値は、全教職員、児童生徒に伝達をいたしまして、計測した指標

の数値によって運動をしたり、積極的な休息や水分補給をしたりしております。 

   また、炎天下で運動を行う場合には、必ず教職員が付き添ったり、適切な処置をとっ

ております。 

   また、夏場のプール指導の際には、一般開放を含めまして、気温と水温を足して６０

度を超えたら中止するという日本水泳連名の基準を自主的に採用している学校もござい

ます。 

   熱中症に対する注意喚起策といたしまして、環境省が策定をいたしました熱中症予防

リーフレットを全ての学校に送付し、その予防、注意喚起に努めておるところでござい

ます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 学校では、それぞれ対策を講じられているということでございます。

中学校では、屋外・屋内問わず、部活があります。その辺のところ、先生は小まめに注

意していただいて水分補給、塩分補給など、児童生徒に対しては指導して、１人でも少

なく熱中症で倒れる方が少なくなるよう御指導していただきたいなと思っておりますの

で、よろしくお願いをいたします。 

   それで、熱中症は何も小中学生に限らず、我々、大人にも発症します。特に、高齢者

については、家の中でも発症すると聞いております。熱中症を予防するためには、我々

はどうしたらいいか、お伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 熱中症に関します予防等ということでございますが、予防

に関しましては、やはり日常から適度な運動ですとか、適切な食事、十分な睡眠による

暑さに負けない体力づくり、これはもう確かに通常のことでございます。そして、また

暑さ対策といたしまして、室内における気温、湿度の管理ですとか、帽子や日傘などに

よって直射日光を避けていただくこと、飲み物を持ち歩いて水分補給をして、小まめな

休息をとると、こういったような確かに自己管理を日ごろから行っていただくことが、

熱中症を含めた自己管理のあり方かなというふうに思っております。こういったことの
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ＰＲも努めていきたいというふうに思っております。 

   そして、もうまた、熱中症が疑われるようなことでありましたら、涼しい場所へ移動

して体を冷やして、塩分、水分を補給することになりますが、もし意識がなかったり、

自分で動けないような状況であれば、直ちに救急車を呼ぶというようなことが必要であ

るというふうに考えておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 熱中症にかからない方法として運動とか食事、睡眠ということで、

幸田町民にお知らせ、周知方については広報、ホームページなどで詳しく周知していた

だきたいと思っております。 

   次の質問でございます。 

   増加する大雨、台風、土砂災害についてお伺いをするものです。 

   大雨や台風、土砂砂災害により、毎年、日本の各地で大きな被害が発生しております。

西日本豪雨の際、梅雨前線がもう少し南下していたら、幸田町もその豪雨に見舞われて

いたかもしれません。このようなことから、近年、日本各地で発生している大雨などに

よる被害は、幸田町にとっても他人事ではありません。 

   そこで、町内における水害対策についてお伺いをいたします。 

   町内における豪雨による被害は、どのようなものを想定しておられるのか。また、そ

の対策についてお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 総務部長。 

○総務部長（山本富雄君） 本町におきましても、平成１２年の東海豪雨や平成２０年の８

月末豪雨により大きな被害をこうむっております。この２つの災害は、いずれも町の中

心部を流れる広田川が氾濫したことによる被害でございました。 

   近年の河川改修や矢作古川の分派施設の完成により、広田川の氾濫の危険性が低くな

ったことは確かでございます。しかし、古くから広田川の氾濫により大きな被害をこう

むっていた本町といたしましては、今後も広田川の氾濫を大きな水害リスクと捉え、警

戒していく必要があると考えております。 

   このことから河川改修や菱池遊水池の早期実現などを関係機関に働きかけていくとと

もに、広田川を含めた町内河川への水位計の設置なども愛知県に求めてまいります。 

   一方で、浸水や土砂災害から身を守るためには、早目に避難を開始することが重要で

あり、町では早期の避難情報の発信を目指しているところでございます。このため、２

９年度に河川監視カメラを更新し、降雨時の広田川の水位の監視体制を強化したところ

でございます。 

   また、台風接近時や降雨時などは、気象庁が発信する降雨予測や土砂災害に関するメ

ッシュ情報などにより、早目の情報発信に努めているところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 西日本の豪雨に対しても、早期の避難情報の発信がおくれて、大き

な被害が出ております。本町においても、豪雨から住民の命を守り、被害を最小限とす

る施策を一層進めていただくようお願いをいたしまして、次に、インフラ施設の耐震化、

移転についての質問に入ります。 
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   岡山県の真備町では、浄水場が冠水し、さらに洪水による水道管の損傷箇所を調査で

きないという問題が発生したと報じております。 

   そこで、お伺いをいたします。 

   本町の水道施設の冠水は大丈夫であるかどうか、お伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（鳥居栄一君） 町の水道施設の冠水は大丈夫かとの御質問でございます。

町のほうの主な水道施設といたしましては、配水場７カ所などのことと思われますが、

全ての施設が周辺と比較して高い場所にございます。また、防災ハザードマップ上の浸

水地区にも全て浸水区域としては規定されておりません。想定上では、浸水の心配は少

ないものと考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 坂崎、永野、深溝ということで、一番心配されるのは坂崎の浄水場

の前は水田が広がっております。前にも川がありますので、大きな災害で洪水が出た場

合、ちょっと危惧するところではございますが、今、高い場所にあるということで心配

ないよということでございました。 

   それでは、基幹管路の耐震率についてお伺いいたします。 

   本町では、耐震率というのは何％ぐらいかお聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（鳥居栄一君） 基幹管路ということでございますので、こちらのほう導水

管、送水管、配水管のうち、配水本管のことを指すわけでございますが、本町では口径

が２００ミリ以上の送配水管のことを基幹管路と言うわけでございますが、平成２７年

度末では１７.５％、平成２８年度末で１９％、平成２９年度末では２０.４％となって

おります。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 大変低い、２９年度は２０.４％ということでございます。大きな

地震が想定されております。安全で低廉な水を供給する水道管の耐震率が大変低いとい

うことでございます。 

   それで、この低い耐震率で更新計画はあるのか、お聞かせを願いたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（鳥居栄一君） 基幹管路の更新につきましては、現在、避難所等の重要給

水施設へつながる管路の更新を現在行っておる状況でございます。 

   今後の管路の更新につきましても、引き続き重要給水施設までの管路の更新を優先と

し、そちらのほうを中心に耐震化に鋭意、今後とも努めて、計画的に努めてまいりたい

と考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 管路の更新計画はあるよということでございますので、積極的にこ

の耐震化率を上げてもらいたいようお願いをいたしまして、次の質問に移りたいと思い

ます。 

   被災者の健康、生活の支援ということで、幅広い支援についてお伺いするものでござ
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います。 

   まず、住宅の支援では、東日本、阪神・淡路大震災でも見られるように、最大の問題

はその長期化が避けられないことであります。仮住まいの状態であるが、生活再建のプ

ランが必要であります。 

   そこでお伺いをいたします。 

   本町では、仮設住宅用地はどこに計画しているのか、計画を持っておられるのならお

聞きをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 建設部長。 

○建設部長（羽根渕闘志君） 応急仮設住宅の建設については、愛知県が行います。愛知県

では、応急仮設住宅建設候補地台帳を市町村の聞き取りにより整備しており、平成３０

年度版の幸田町における候補地は、久保田農村公園、横落住民広場など、１３カ所とな

っています。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 久保田の農村広場、それから横落の住民広場ということは、計画は

ありますけど、大変少ないような気がいたしますけど、そのことはどう思っておられる

かわかりませんけど、また、町営住宅、これはあいている場合でございますけど、町営

住宅の使用、また民間アパートのあっせんについては、どうお考えかお伺いをいたしま

す。 

○議長（杉浦あきら君） 建設部長。 

○建設部長（羽根渕闘志君） 災害救助法に基づきます応急仮設住宅制度、この中には民間

賃貸住宅の居室の借り上げによる設置、これも対象となっております。発災時、応急仮

設住宅の設置は、建設をする、もしくは民間賃貸住宅の借り上げにより確保することに

なります。また、短期間の一時的な住まいとして公営住宅に一時入居する。こういった

手法もございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 幅広い支援について、住宅の支援は最も大事でございます。よろし

くお願いをいたしまして、次に、今度は被災者本人の健康的、精神的な部分について、

被災者への支援体制というものはどういうものを考えているか、お聞きいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 災害の規模にもよるところではございますが、発災早期に

おきましては、健康課あるいは保健医療課を中心に医療救護所を設置いたしまして、医

療体制を整え、場合によっては災害医療対策本部を通じまして、ＤＭＡＴ等の応援要請

をいたしまして、災害医療救護活動を行っていきたいというふうに考えております。 

   時間経過とともに、災害医療も落ちついてきますので、発災後１週間以内をめどに、

地域巡回チームを保健師、看護師等で編成いたしまして、避難所などを中心に被災者の

健康状態の確認ですとか、相談体制を整えていきたいというふうに考えているところで

あります。 

   また、長期になりますと、避難された方々におきましては、ストレスによる心の問題

ですとか、栄養偏りの問題、不活発によります身体の問題が発生するということであり
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ますので、保健師を中心といたしました専門職の連携によりまして、健康支援を実施し

てまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 保健師、看護師等で健康診断をやっていただけるということでござ

いますので、その辺のチームワークの組織をよくされて、健康診断に前向きな体制をと

っていただきたいと思います。 

   次に、ボランティアと企業の参加についてお伺いをいたします。 

   被災者に対する支援は、行政の枠を超えて、国、自治体、ボランティアなどが活躍、

幅広い支援が見られます。最近では、仕事を休職して災害ボランティアに参加される方

に企業もボランティア休暇を認める動きがありますけど、本町の職員の仕事、研修とし

てのボランティア活動の制度はあるかないかお伺いをいたします。 

○議長（杉浦あきら君） 企画部長。 

○企画部長（近藤 学君） ボランティア休暇と派遣制度、研究研修制度とその点でお答え

させていただきますけども、幸田町職員の勤務時間、休暇等に関する条例に特別休暇と

いうのがありまして、これは２３個ほど特別休暇ありますけども、その中の一つで職員

が自発的にかつ報酬を得ないで、次に掲げる社会に貢献する活動、例えば地震、暴風雨、

噴火等により相当規模の災害が発生した被災地、またはその周辺の地域における生活関

連物資の配付とか、その他の被災者を支援する活動を行う場合ということで、その場合

勤務をしないことが想定されると認められるときは、１年度あたり５日の範囲内の期間

としておりますという制度がございますけども、このボランティア制度、休暇制度につ

いては幸田町では取得の実績はまだございません。なお、被災地、支援として職員派遣

を行っております。東日本大震災の被災市町村派遣としまして、宮城県の高城市へ平成

２４年に下水道課の職員が１名、１年間いきましたのを最初に今まで累計で１５名がこ

ういった派遣をしていると。被災地等との派遣職員の取り扱いにかんする協定書を締結

して派遣しておるということで、実質それが被災地へ派遣され支援活動を行っており、

それの経験を報告を受けながら、また支援とともに防災減災対策の参考としているとい

うような状況でございます。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田君。 

○11番（池田久男君） 本町にも条例があるということで積極的にこれを活用していただき

たいと思います。 

   それでは、最後の質問になりますけど、自然災害に対する対策についてお伺いするも

のでございます。 

   記録的な猛暑、増加する大雨、大型台風の接近、竜巻、土砂災害、地震等毎年のよう

に起きております。極端により厳しさを激しさをましてきている印象があります。本町

においては平成２８年８月末豪雨で１級河川広田川、赤川の合流地点で大雨による堤防

が決壊。人命には幸い被害がありませんでしたけど、６日間に渡って有料農地が冠水し

ております。菱池遊水地計画の一帯でございます。新田の集落にも大きな被害をもたら

しました。まだまだ記憶に新しい災害ではあります。広田川の抜本的な改修は本町にと

って一番の課題ではないかと私自身思っております。将来を見越した防災対応、事前防



- 32 - 

災の考えは大変重要であると考えます。本町の対策について、これは最高責任者であり

ます町長にお伺いいたしまして質問は終わりたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 町長。 

○町長（成瀬 敦君） 本町におきましても、これからも自然災害の起こらない年はないと

思われます。また、当地にて巨大地震の確立も大変高まっておるところでございます。

まち全体の地形、地勢、そして公共施設の配置、そして人口の密集の度合い、そして人

口の構成、そしてコミュニティーのあり方等々十分把握した上で必要な施設整備、環境

整備をこれから行っていくことが安全対策上必要であるということで、そういった意味

での自然災害に対する対策ということで十分心得ていきたいと思っておるところでござ

います。 

○議長（杉浦あきら君） １１番、池田久男君の質問は終わりました。 

   ここで、１０分間休憩とします。 

                             休憩 午前１１時１４分 

─────────────── 

                             再開 午前１１時２４分 

○議長（杉浦あきら君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   次に、１３番、丸山千代子君の質問を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 通告してあります３項目について、順次質問をしてまいります。 

   まず、第１点目は国保税の引き下げ、軽減についてであります。 

   国民健康保険税が今年度から財政運営の責任主体を都道府県が負う、都道府県化に移

行をいたしました。移行するにあたって、幸田町の国保税は今までの水準で維持したい

と説明をし、そして資産割を廃止をし、資産割課税分は所得割、平等割、均等割にそれ

ぞれ振り分けました。その結果、中間層への負担増となり、さらに限度額を８９万円か

ら４万円引き上げ、９３万円となったため、愛知県下で比較をしてみますと、平成３０

年度の一人当たりの平均の国保税は高いほうから県下で９番目であります。５４市町村

の中の９番目となりました。国は制度移行による国保税の急騰を避けるため３,４００

億円を繰り入れするとともに、市町村による一般会計からの法定外繰り入れを前年度規

模程度認めるなど激変緩和を図りました。その前の前年度も１,７００億円の財政支援

という形で国保税の引き下げなどに活用した市町村もありました。しかしながら、幸田

町はこうした国の財政支援による引き下げということにはせずに、基盤安定に活用し、

基金をため込んできたのではなかったでしょうか。結果的に国保加入者負担となり、高

い国保税となったのであります。これでは、ますます滞納がふえ続けるばかりではない

でしょうか。そこで、質問をするわけでありますが、滞納世帯数と滞納額の３年間の推

移について伺うものでありますが、平成２７年、２８年、２９年、この３年間の世帯数

と金額についてお伺いするものであります。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 今、議員のほうから国保税のまず過去３年間の滞納にかん

する数値ということでございます。 
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   まず、平成２７年度でございますが、世帯数が４,７７３、そして滞納世帯、これ現

年分にかかわる滞納ということで、お示しさせていただきますけども、現年分におきま

す滞納世帯が５２７件、そして滞納額が５,０９４万８,０００円ということで、割合が

１１％でございます。そして２８年度でございますが、４,７０２世帯数に対しまして、

滞納世帯が４７０世帯。滞納金額が４,６４４万４,０００円で、割合が１０％というこ

とです。そして２９年度でございますが、世帯数が４,５８２、現年でおきます滞納世

帯が４５５。そして滞納額が４,５２１万９,０００円ということでございまして、割合

が９.９という割合ということになっております。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今お示ししていただきましたように、滞納、これが毎年毎年450

世帯から５００世帯近いですね。が、滞納され、その額も４,５００万以上というよう

なことが繰り返されているということは加入世帯にとっての負担増であるということが

伺い知れるものではないかというふうに思うわけであります。こうした高い国保税とな

るのは国保制度の構造的な問題もあるわけであります。協会健保などは事業主負担があ

りますが、国保もこの協会健保並みの負担にするには国保負担を増額すべきであると主

張するものであります。全国自治会、全国市長会、全国町村会なども国に対して１兆円

の公費投入をと要請をしているわけであります。こうした事業主負担がないことからも

一般会計からの繰り入れで財政支援をしておりますが、幸田町の場合は２０１８年度は

一人当たりの法定外繰入額は１万７,４９０円となっております。繰入額の高いほうか

らは13番目となっておりますが、しかし国保税は県下で９番目に高い。この要因は何か。

加入者構造か何か。この要因について伺うものであります。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 今、議員のほうから本町におきます国保税の状況について

御指摘をいただいたというところでございます。確かに、調査によりますと繰入額のほ

うは高いほうから１３番目、そして国保税は９番目ということでございます。これにつ

きましては恐らく医療分と後期高齢分を足したものについての順位ということであるか

というふうに思います。これについて、あと介護分を含めていきますと１２位というこ

とかなというふうには承知しておりますが、いずれにしてもこれは上位であるというこ

とには変わりはないということでございます。こちらにつきましては、やはり同じよう

に介護分を含めたいわゆる調定額の順位が１２番目、そして所得におきます一人当たり

の所得金額の順位、これも県下でやはり１２番目というような高い所得であるというこ

とであるというふうには承知をしておるところでございます。ですので、やはり国保税

という加入者におきましては、どちらかといいますと年度間におきまして収入による幅

がこう出てくることも考えられるということもございまして、資産割の廃止なども含め

ながらこれは率は定めていったということではございます。ですので、やはり一番の原

因としましては、所得金額の伸びによるものによりちょっと一人当たりの調定額がふえ

ておるというようなものであるというふうに考えておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） こうした要因を分析することによって政策的に国保税の引き下げ
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を図ることができるわけであります。そうしたことはこれは町の一般会計による繰り入

れにほかならないわけでありますので、このように幸田町の国保が高い、そうしたその

高い国保税をどれだけ負担を下げるのかというこういうものもやはり考えていかなけれ

ば所得金額が県下でも高いほうだよ、だから一人当たりの調定額も高くなる。こういう

説明ではとても納得のいかないものであります。ですから２０１９年度、これについて

県下でも高いこの国保税をせめて平均に引き下げる。こういうお考えについて伺いたい

わけでありますが、２０１９年度の一般会計からの繰り入れ、高いところでは一人当た

り３万円近い、３万円以上の繰り入れを行っているところは飛島村でありますが、ほか

にもこの幸田町よりも高い繰り入れを行っているところもあるわけです。不交付団体で

もあるわけですので、そうした繰り入れをさらにふやすことについて伺いたいと思いま

す。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 今、議員おっしゃられました幸田町の国保制度の今後のあ

り方ということでございます。確かにこの制度が確かに本当に医療保険制度の本当に根

幹をなす制度であるということでございますので、やはりこれが加入しておっていただ

ける方が本当に使いやすい制度であるべきだというふうには考えているところでござい

ますので、確かに政策的にもやはりこのあり方というものはやはり今後とも考えていく

必要あるということでさまざまな指標をもとにそこのあたりは確かに検討を続けていき

たいというふうに考えておるところではございます。現在、確かにこの現状の保険、幸

田町におきます税率につきましては、基本的に今回の制度改正におきましては負担を、

新たな負担にならないようにというところで率を定めていくというシミュレーションに

基づきまして定めさせていただいたものであるということではございました。ただ結果

的にちょっと私どもの考え以上にちょっと所得が伸びた部分もございまして、一人当た

りの調定額がちょっと伸びておるというような状況ではございました。これにつきまし

てはどのようにこれを確かに負担を求めておるということにはなるわけではありますけ

れども、現状このものを次年度どういうふうに考えていくかということにつきましては

現状２０１９年度の予算におきましては、現状納付金の額などの状況も踏まえまして率

としては現状維持をしながら繰り入れの額も現状維持のものを踏襲していくという考え

方ではございます。ただ、今後の状況によりましては確かにこの内容はというような、

ときには軽減が必要なのかいろいろ検討していく余地はあるかというふうに思っており

ますけど、２０１９年度は１８年度と同様な内容で繰り入れなど行っていく予定である

ということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 一般会計からの繰り入れでございますけれども、ルール分を引い

た分の残りですね。財政支援分。これが平成２８年度は８,０００万円ございました。

ところが、余ったか何か知りませんが２,０００万円を戻して、そしてまた平成２９年

度は６,０００万円。で、今年度も６,０００万円ということでやってきてるわけであり

ます。そういうことから考えますと一時的であるにしろ、８,０００万円を繰り入れて

きたわけでありますので、できないわけはない。そういうことであります。で、２０１
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９年度におきましては現状維持といいながら、結果的には高くなったと。現状維持に戻

すにはこれはルール分を引いた残りの財政支援分をふやす。こういう考えにならなけれ

ば国保税の引き下げにはつながらないというふうに思いますし、現状維持にはつながら

ないわけでありますので、来年度予算においてはやはり現状、都道府県化以前の幸田町

が主体となった保険者になっていたときと同じ現状維持の国保税を維持するならば、こ

れはルール分を引いた６,０００万円以上の繰り入れを行わなければ維持できないわけ

でありますので、その辺はやはり政策的にやるべきではないかというふうに思いますの

で、２０１９年度におきましてはふやすべきではないかと思いますが、いかがでしょう

か。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 国保の運営におきまして検討していく場合、確かにまずは

赤字補填というような意味合いで一般会計からいただいておりました８,０００万円と

いう部分につきましては、やはり基金の残高等の調整のために自主的には確かにふやさ

せていただいたものであるわけではありますけれども、内部的な合意の中におきまして

はやはり６,０００万円というものでこれは推移しておるというものでございます。そ

して現在確かに基金のほうも一定額は積み立ててきておる部分はございますので、運営

上納付金を次年度以降確かに払っていくにあたりまして、いただきます国保税を差し引

いた部分について何で補填をしていくかという部分につきましては、やはり一般会計か

らの繰り入れ、そしてそれでも足らない場合はやはり基金という形で、そういった形で

運営はしていきたいというふうに考えるものではございます。ただ、やはりじゃあその

国保税をいただく被保険者の方々からいただく場合において、その額がどうかと、高い

かどうかという面につきましては、確かにこれは引き続きこれは状況は見ていくという

ことではございますが、現状、率のほうの検討もしていきながらではございますが、現

状維持という形で率もちょっと申しわけありませんがそのままという形で考えておりま

すし、それから一般会計からの繰り入れというものにつきましても状況を見ながら判断

ですが、現状のものでちょっと推移をさせていただきたいというふうに考えておるとこ

ろでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 滞納も毎年毎年５００世帯近く、そして滞納額も４,５００万以

上の滞納額があるという、こういう現状の中でこういうことを繰り返していたらますま

すこの基盤安定どころか納付金も穴があいてしまうと、こういうような状況になってし

まうわけであります。それではどういうことをするかというと、やはり国保税の引き下

げで加入者の負担を抑えていく。そういう取り組みが必要ではなかろうかというふうに

思うわけであります。そのためにはやはり一般会計からの繰り入れで負担増を抑える。

こういう取り組みを主張するものであります。次に、ですから来年度以降、来年度にお

きましてもやはり一般会計からの繰り入れ、これはふやすべきだと主張するものであり

ます。 

   次に、国保税が協会健保と比べたら著しく高い。この要因は国保にしかない均等割と

平等割という算定であります。とりわけ家族が多いほど高くなる仕組みとなっておりま
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す。子供が誕生するたびに均等割がかけられ、国保税が高くなってしまいます。今子育

て支援として均等割について、子供の分を減免する実態が広がってきているわけであり

ますが、２０１８年度からの国の保険者支援金、これには子供の人数に着目した配分も

あります。これを活用して減免をした自治体も全国にはあるわけであります。多子世帯

には大きな負担であり、１８歳未満の子供の均等割の廃止、対象にしない、減免につい

ての実施する考えについて伺いたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 議員申されますように一般会計からの繰り入れの部分につ

きましての考え方は引き続きこれは国保運用上有効な施策の一つではあるということの

認識によりまして、運用のほうはさせていただきたいというふうに考えておるところで

ございます。そして、また税率は確かに被保険者一律に対して影響を及ぼすものであり

ますが、子育て世帯に対する負担というようなことにおきます１８歳未満の均等割等の

廃止というようなことにつきましても、これまで御提案などもいただいておるところで

はございます。こういったものを既に実施をしておるような自治体もあることは承知を

しておるところではございますが、現状ちょっと今、現時点におきまして、町ですぐに

このものを導入する考え方についてはまだするというような考えにはまだ立ってないと

いうことでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 国保税を引き下げる一つの取り組みとして子育て支援で均等割を

廃止をする、あるいは軽減をする。こういうことで、家庭の負担を減らす取り組みがあ

るわけであります。県下の中では一宮市、大府市、田原市などが１８歳未満の子供の均

等割、これを３割減免、大府市では一人目を２０％減免、二人目以降を５０％減免とい

うことでやっているわけであります。全国でもそうした均等割の減免をやっているわけ

でございますが、ぜひこうした先進地に習い幸田町でも子育て支援として均等割の減免

制度を実施していただきたいというふうに思うわけであります。そこでお聞きをするわ

けでありますが、加入世帯の１８歳未満の子供の人数についてお聞き、世帯数とそれか

ら子供の人数についてお聞きしたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） １８歳未満の子供の方への均等割を賦課させていただいて

おるところではございますが、世帯数におきましては最近のものですが、４０６世帯に

おきまして、６９７名の子供さんという方に対しまして賦課をさせていただいておると

いうことでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 世帯数が４０６世帯。子育て１８歳未満の子供のいる世帯数はで

すね。そして子供の人数が約７００人。この均等割をざっとかけますと２,５００もい

かないぐらいですね。単純に計算して。そうしますと、この分を一般会計から繰り入れ

ながら均等割の廃止もできるわけであります。そうしますと、子育て支援として成り立

つわけでありますので、そういう立場に立って子供の子育て支援として均等割の減免制

度ぜひ取り組んでいただきたいというふうに思うわけでありますが、再度お考えをお聞
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かせください。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 確かに実際はこれにかかわります制度導入した場合は１,

７００万円ほどが確かにかかるという試算のほうはさせていただいておるところではご

ざいますが、実際確かに８,０００万実際やってたわけだから６，０００万にそれも上

乗せするとかそういった確かに金額的な考え方については数値的には不可能ではないの

かなというふうな思いをするわけではございますが、しかしこのものをやはり国保制度

の全体的な運営の中でじゃあここをどのように考えていくのか、子育て施策としてこれ

を実施するべきかとかいろいろこの政策的にこれは調整を図りながらこのものが実施す

べきかどうかについてはやはり今後内部での調整というようなことでまた引き続き課題

であるというふうに考えていくところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 低所得者層には法定減免というのもあるわけでございます。そう

した法定減免もある。そういう中で試算は１,７００万円ということでございますけれ

ども、やはりこれは子育て支援として政策的にやっていくものだというふうに思うわけ

であります。そうした点で全国的にも今子育て支援として均等割の軽減が広がってきて

おりますのでおくれることなくぜひ取り組んでいただきたいというふうに思うわけであ

ります。 

   次の質問に移ります。 

   予防接種と産後健診の実施充実についてであります。子供のインフルエンザの予防接

種についてでありますが、季節性のインフルエンザの予防接種、高齢者のインフルエン

ザワクチンは定期接種化されておりますが、子供のインフルエンザワクチンは任意接種

であります。今年も９月からインフルエンザによる学級閉鎖が報道をされました。子供

をもつ親にとっては体調管理も厳しい状況となります。とりわけ今年の２月。過去に例

のない大流行が続いたこのインフルエンザはワクチンで軽減することができます。学級

閉鎖や看病のため、仕事を休む親の負担など減らすためにも、インフルエンザ予防接種

の自己負担無料とする助成制度実施について伺うものであります。そこで、インフルエ

ンザを助成している県下の助成の状況についてお聞きしたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 今議員の御指摘のありました子どもの国保税におきます均

等割の額の減免に関しましても、引き続き、課題であるというふうな認識のもとで、こ

れは運用のほうはさせていただきたいというふうには思っております。 

   そして、２番目の子どものインフルエンザにおきます県下の助成状況ということでご

ざいまして、県下におきましては、一部助成を行っておる市町村が１０市町村です。安

城市、東海市、大府市、知多市、北名古屋市、あま市、蟹江町、飛島村、豊根村、津島

市というところでございます。そして、自己負担を無料としておるところが、設楽町と

東栄町というふうに認識をしておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 私が調べましたところは、県下では１１市町村になるわけであり
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ます。先ほど部長が言われましたように、こうした自治体が子どものインフルエンザに

ついて助成をしております。この子どものインフルエンザ、以前に子どもを持つお母さ

んから言われたわけでありますが、以前に島原市と姉妹提携をする前に、人数限定で島

原市に公費を負担助成しながら行ったことがございますが、この島原への公費負担、こ

の分を何とか子どものインフルエンザに回してもらえないかと、そういうのが有効的な

使い方じゃないのかと、こういうことを言われたわけであります。そのときからこのイ

ンフルエンザの助成について考えてまいりましたが、やはりことしの２月の状況、ある

いは私の孫でありますが、自分が１月に自分がインフルエンザになって、次に休みます

よね。次に、今度は学級閉鎖になって休みます。次に学年閉鎖になって休みます。１カ

月学校に行けませんでした。こういう状況もあるわけです。そうしますと、やはり子ど

もたち、子どもを持つ親御さんにとっては、インフルエンザの時期になりますと戦々

恐々としてまいります。やはり軽減するにはこれはワクチンしかないということであり

ますので、こうした子どものインフルエンザワクチンの助成、今、県下でも約２０％が

助成をしているわけでありますので、その取り組みについてお考えをお聞かせいただき

たい。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 確かに以前から確かに子どもにおきますインフルエンザの

予防接種助成ということにつきましては、議会のほうでも御要望いただいておるという

ところであるというふうには思っておるところではございます。確かに時期的に爆発的

に確かにインフルエンザが流行するということで、今議員が申されましたように、確か

に学級閉鎖、学年閉鎖になるというような状況であるということでありまして、その予

防のための有効な手だてであるというふうな考え方はもちろん持っておるわけでござい

ますけれども、ただ、今までもこのインフルエンザ予防接種につきましては、特に子ど

もさんの場合、その有効性ですとか考えていった場合に、毎年防止ですとか、重症化予

防についても、必ずしもこれ打つことがすぐに、じゃあ打ったから全て予防できるとい

うふうな状況ではなくて、その効果を考えた場合、必ずしも高いものではないという考

え方に基づきまして、確かに町としては積極的にこの助成を今進めておるというような

状況ではないということではございます。 

   現状におきましては、確かにそういったようなこともございまして、助成をすぐに行

うという考え方ではないということではございますが、やはり今後もワクチンの安全性

ですとか、他市町村の対応を確認していきながら検討していく課題であるというふうに

は思っているところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） インフルエンザにおきましては、Ａ型かＢ型か、その見きわめを

しながらワクチンがつくられるわけでありますが、このインフルエンザにかかるとどう

なるかといいますかと、今までいろんな異常行動、タミフルを飲んで異常行動をとって

自殺したりとか、あるいは高熱が続いて、今度は脳のほうに回ってしまったとか、いろ

いろと危険性もあるわけです。そうした危険な状況から軽減をする、そのためにはやは

りワクチンが有効的であるということは、これは医師会のほうからも出されてきている
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わけであります。そういう中で、県下の中でも１１市町村が取り入れながらやってきて

いるわけであります。やはり１回の、１３歳以上は１回の接種でいいわけですけれども、

１２歳以下は２回接種する必要があるというこういう中で、親御さんも受験期が近づく

とインフルエンザの予防接種をしております。今ちょうど時期的なものでありますが、

大変高い。そういう中、こうした助成制度があると助かると、こういう、なおかつ子ど

もも感染しなくて済むと、こういうことも言われているわけでありますので、子どもの

健康のためにも、ぜひ子どものインフルエンザの予防接種、実施をする考えを示してい

ただきたいというふうに思います。 

   次に、高齢者用の肺炎球菌ワクチンについてお尋ねしたいと思います。 

   肺炎による死亡者数、これは高齢者を中心に増加をしておりまして、死因の第３位と

なっております。肺炎のうち、３分の１は肺炎球菌によるものと考えられていて、高齢

者肺炎球菌ワクチンの定期接種化となりました。自己負担は幸田町では２,０００円で

あります。６５歳以上で過去に肺炎球菌ワクチン未接種者に対しても、任意接種として

自己負担２,０００円で、ニューモバックス２３のワクチン接種助成があります。この

制度は平成３０年度末で経過措置が終了予定であります。しかし、いまだ３割以上の人

が接種していないということが指摘されておりますけれども、幸田町における未接種者

は何人で何％になるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 引き続き、子どものインフルエンザの予防接種に関しまし

ては、確かにこれは予防に関します中の有効的な手段の一つであるというふうには考え

ておるところでございます。やはり現在は確かに医療保険者におきまして、こういった

助成というものについては委ねてしまっておる部分があるのかなというふうには思って

おります。 

   また、やはり子どもさんの場合は、やはりこの予防接種は蔓延防止を目的とするとい

うことで、それによって広がりを蔓延を防ぐというものではございますので、やはり近

隣の市町とあわせて、やはり一体となってこういった事業を進めていくようなことによ

って、流行のほうも防ぐことができていくのではないかというふうにも思うところもご

ざいますので、引き続き、近隣等の状況も踏まえながら、そして関係の先生方の意見も

聞きながら、この辺についての考え方は、引き続き課題であるというふうに思っておる、

いきたいというふうに思っておるところでございます。 

   そして、高齢者用の肺炎球菌ワクチンの関係でございますけれども、こちらにつきま

しては、確かに平成２６年度より予防接種ということで、事業のほうは進めさせていた

だいたところでございます。本年の１１月２０日現在ということでございますが、高齢

者の方が８,９２９名のうち、未接種であるというふうに、こちらで接種記録のない方

が４,１５５名ということでございますので、未接種の割合は４６.５％であるというふ

うに認識をしておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 国のほうでこの６５歳の定期接種化が始まったわけでありますの

で、この経過措置を打ち切られると４６.５％の人が受けれないと、自費でしか受けれ
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ないわけでございます。ですから、町におきまして平成３０年度以降も任意接種事業、

これを継続することについて伺いたいと思います。 

   また、この定期接種の助成は６５歳だけでありますので、２回の接種も助成の対象と

する、このことについて伺いたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 確かにこの２６年度から始まった制度は、一旦確かに３０

年度で一旦区切りになるというふうなものではございます。ただ、確かに今議員も申さ

れましたような、じゃあここで１回打った接種は５年間は有効であるというふうな考え

方ではあるわけなんですけども、じゃあそれ以降ということはどうかということにつき

ましては、現在、国のほうでも、今確かにここで打ち切りという考え方にはなっておる

んですけれども、どうすべきかを今検討中で、年内にもそういった考え方がまた国のほ

うからも出されるというふうなこともございますので、そういったものを参考にしなが

ら、次年度以降のこの高齢者肺炎球菌の制度については、ちょっと検討はしてきたいと

いうふうには思っておりますが、現状では確かに一旦ここで任意接種につきましても、

一旦ちょっと打ち切るという形で、新たな定期接種は、新たに６５歳になられた方に対

しましては、接種勧奨をしていくというものであるということではございますが、その

辺につきましては、国の動向も踏まえながら、どうあるべきかはちょっと検討していき

たいというふうに考えておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） そうしますと、国の動向を見ながらといいますと、この任意接種

の助成についてはやらないということですか、やるということですか。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 確かに国は定期接種についての部分でございますので、現

状では任意接種につきましても、ちょっと今年度で若干県の発行によりましての部分で

接種が次年度に持ち込む方もみえるかもしれませんけども、新たに任意の予防接種事業

を３１年度で今進めるというところではないということではございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） １１月現在で４６.５％の人が受けていないという、こういう状

況の中で接種を促すと同時に、やはり漏れた方についても、その機会、任意接種事業を

継続することで高齢者の重症化を防ぐわけでありますので、ぜひこうして取り組んでい

ただきたいというふうに思います。それについての再度の答弁をお願いします。 

   次に、産後健診の実施についてであります。 

   厚労省は、出産後の母親が育児への不安や重圧によって、精神的に不安定になる産後

鬱を予防するため、２０１７年度から健診を受ける際の費用の助成をしております。深

刻化すれば虐待や育児放棄につながったり、自殺を招いたりするおそれがあり、不調の

兆しを早目に見つけ適切なケアをするのがねらいであります。 

   このように、出産後間もない時期の母親の体と心の健康状態を確認するため、産後の

健診は重要であります。既に愛知県下では５１市町村、９４.４％が実施して、実施し

ていないのは幸田町、岡崎市、津島市の３市町だけであります。この産後健診の実施に
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ついて伺うものであります。 

   また同時に、この産後健診を２回助成している自治体は８市町村ございます。産後健

診の受診率を上げるためにも、この２回助成についてをお聞きするものであります。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） そうですね、高齢者肺炎球菌におきます任意予防接種につ

きましてのものにつきましては、引き続き状況を見ながらこれは検討させていただきま

すけれども、現在につきましては、ちょっと今そういった形で一応終了の考え方であり

ますけれども、状況を見ながらこれは検討はさせていただきたいというふうに思うとこ

ろでございます。 

   そして、産後健診のものでございますけれども、確かに議員御指摘のように、幸田町

と岡崎市と津島市が県下では実施できなかったという状況ではございます。ただ、次年

度におきましては、実施事業者であります医師会、医療機関等の調整を整ったというこ

とで、実施の方向でこれは考えていきたいという今考え方でおるところでございます。 

   そして、当然、確かに回数的には１回というものを予定をしておるわけでございます

けれども、本町といたしましては、まず産後健診を行うことによりまして、支援が必要

な方を発見していくということで、その方々を必要に応じまして産後ケア事業も同時に

行っていきたいというふうに考えておりますので、産後ケアの医院のほうにかかってい

ただきまして、育児に関する相談ですとか、いろいろ休息等もとっていただきながら支

援をさせていただくような考え方であるということでございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） この産後健診を２回助成してる自治体の取り組みの中では、この

産後健診の受診率が約８０％、そのうち産後鬱の支援が必要と判定された受診者が約１

０％いるという結果が示されております。ですから、２回実施することによって、さら

に手厚いケアができるのではないかというふうに思うわけでありますので、そうした結

果に基づいて、このように２回実施をということで求めていることもあるわけですので、

２回実施についても再度検討していただきたいと思います。 

   次に、高齢者の足の確保についてであります。 

   名鉄バス路線廃止に伴い、幸田町～岡崎間にかけての交通が不便になっております。

コミュニティバス路線の拡充はあっても、補うものとなっておりません。通勤、通学の

足に影響が出ております。不便になっているという声もあり、名鉄バス路線にかわるも

のが必要ではないかという、こういう声も出ております。この声をどう受けとめられる

のかお聞きをするものであります。 

   また、通勤、通学、病院通いなど、住民の足を補完する路線の拡充が必要ではないで

しょうか。公共交通としてバス事業の見直しをすべきではないか、問うものであります。 

   そこで、１つ目でありますが、コミュニティバス路線の拡充で、ＪＲ岡崎駅までの乗

り入れについて伺うものでありますが、いかがでしょうか。 

○議長（杉浦あきら君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（薮田芳秀君） 議員御指摘であります産後健診ですね、これにつきまして

は、引き続き課題であるということで、まずは１回を実施させていただきながら、状況
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を見て検討していきたいというふうに思っておるところでございます。 

○議長（杉浦あきら君） 企画部長。 

○企画部長（近藤 学君） コミュニティバスの関係でございますけども、ＪＲの岡崎駅ま

でのバスの乗り入れという形でございますけれども、今、幸田町から最寄駅が３駅ある

わけでございます、鉄道駅の３駅、そこから岡崎駅へ向かい、バス利用といった、鉄道

とバスをつなぐレール＆バスライドという形での交通結節機能を利用するのが促進をし

ているというような状況でございます。バスと鉄道との乗り継ぎ時間の調整は今後行う

という必要があるということで、基本的に安定性のある定時性、安全性、快適性を兼ね

備えた鉄道利用を促進するというものでございます。 

   なお、ＪＲの岡崎駅の西側では広場の再整備を行っておりまして、そこにバスをとめ

るバスバースというのを拡張する工事をこれから行っていくということでございます。

ただし、そこに限られた広場の空間の中で、駅勢圏からすると違う部分からの流入とな

りますので、大型でのそういった車両の乗り入れという形での空間的なものは原則的に

は難しい状況にあることを調整しておる状況でございます。 

   なお、今、岡崎駅南と直結している事業の中のいわゆる藤田医科大学の岡崎医療セン

ターへの乗り入れというような形については、岡崎市と、また藤田医科大学と、また幸

田町と交通事業者と調整を行っている状況でございます。その中でこういった鉄道とバ

スライドという形での路線バスを活用したものはございますが、いわゆる御質問のコミ

ュニティバス、えこたんバスがそちらのほうへ乗り入れるという形のものについては、

料金の問題とか、バス停の関係のことから、現在のところなかなか難しい状況にあるか

なと思います。ただし、何とか幸田駅西、相見駅西から岡崎医療センターへのこういっ

たアクセスについては、交通事業者とも検討を重ねながら、また乗合タクシーなどの民

間の力も活用しながら、相見駅西とつなぐ交通手段の確保に努めてまいりたいと思って

おります。 

   なお、後段の質問であります通勤、通学などの時間帯の運行について、これについて

も、我々今から都市交通マスタープランの見直しをする中で、５つの視点の中の１つ、

対象者を誰にするかという形のもの、高齢者、児童、スクールタイム、これにサラリー

マンなどと、こういった対象者をどこに持ち込んでいくかっていうところも、この再検

討の中に入れさせていただきながら、今後検討していく状況にあります。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） この部長が言われたレール・アンド・バスライド、大変聞こえは

いいわけでありますけれども、バスで１本で行くともっと便利になる。こういうふうに

思います。そうしますと、時間の調整もしなくて済むし、１本で行けてしまう。こうい

う便利さもあるわけでありますので、鉄道は鉄道、バスはバス、また鉄道とバスを乗り

継いで、いろんな手法の中で、やはり今まで名鉄バス路線で通勤、通学をしていた人た

ちの足がなくなってきたということで、大変不便になった。この状況を補完するために

バス路線の拡充、事業の見直しということで、直に行ける方法、こういうものを運行す

る必要があるんではなかろうかというふうに思うわけであります。 

   豊田市のおいでんバス、これは名鉄バス路線の廃止で、バス事業として早朝、夜間と
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いいますか、夜も走っております。利用人数は大変少なく見えるわけでありますが、そ

れでもやはり運転免許のない方にとっては大変便利でありますし、なくされたら困ると

いうことで、豊田市がやはりこうしたバス事業を運営をしているわけであります。そう

いう状況の中で、幸田町でも同じ状況ではなかろうかというふうに思いますが、こうし

た通勤、通学、あるいは合間の時間の病院通いや買い物、こうした利用ができる直のバ

スライン、これを考えることはできないかということでございますが、いかがでしょう

か。 

○議長（杉浦あきら君） 企画部長。 

○企画部長（近藤 学君） コミュニティバスとしてというと、例えば幸田町から岡崎へと

か、そういった面での乗り入れということでございますけども、例えば事例としては、

西尾から名鉄三河線の廃止に伴いまして、代替バス路線で吉良ですね、吉良高校、吉良

吉田から寺津を通り越えて平坂を越えて碧南駅まで、いわゆる名鉄三河線の碧南駅でと

いう、これも名鉄東部交通が委託運行しとるわけですけども、そういったもの、また安

城ではあんくるバスが碧南の市民病院へという形での、これも委託運行で越境してるわ

けですけども、こういったコミュニティバスによるそういったいわゆる行政内だけでな

く、行政間を移動するという形は事例としてはもちろんあるわけですけども、こういっ

たことも我々としては、繰り返しになってしまいますけども、その中にやはり料金の問

題、無料で走るかどうかという面もあって、５つの視点でその検討する中に、いわゆる

利用者通行料負担、こういったものも３つの目の視点として入れておりますので、そう

いった分を総合的に勘案しながら、全体的な部分でこの都市交通マスタープランで抜本

的なやはり見直しとなってくる可能性もありますので、こういったものを検討した上で

そういった取り組みを行っていきたいということでありますので、住民の声として、も

ちろんこういった直接乗りかえ、乗り継ぎせずに行きたいという形はあると思いますの

で、そういったものができないかということも含めて、今後検討していきたいというふ

うに考えております。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 幸田町には３つの駅があるわけであります。そういうことから考

えると、このバス路線、名鉄バス路線は幸田駅から岡崎、康生までだったわけでありま

すが、やはりこれは三ヶ根、深溝方面もやはり横断しながら、やはり直で走らせるよう

に、そういう考えも必要であるわけであります。ですから、名鉄バス路線の廃止、これ

廃止に伴った線だけではなくて、やはりそれをもう少し町内を補完する形の中で考えて

いくべきだというふうに思うわけでありますので、ぜひそうしたマスタープランの中で

なるべく早期に実行に向けて考えていっていただきたいと思います。 

   次に、高齢になって免許を返納したり、体が不自由になり運転ができなくなったりし

ますと、バス停までも行くことができません。高齢者など交通弱者に対する福祉タクシ

ー助成、これについて実施する考えについて伺いたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 企画部長。 

○企画部長（近藤 学君） コミュニティバスのあり方を検討していく中で、一つのＪＲの

３駅があるという、いわゆる定時運行している鉄道、それに並行して定時運行する基幹
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バス系の路線バスと、あと、そうではない、その次に来るデマンド型の小型運送、また

最近ではタクシー乗り合いとかそういった輸送の仕方、また幸田町では独特のあるスク

ールタイムとかそういった面での目的地を決めた、ある程度の量がある送迎型輸送、ま

たこういったものを区分けしながら、最適で持続可能な交通体系というものを検討して

いく必要があるということで、一つの運行方法で行うのが一番望まれるということであ

りますけども、幸田町の特性からして、また都市交通のいろんな分担、そしてこういっ

たものをうまくブレンドしていきたいということで、モビリティーブレンドという形が

今名古屋大学の森川先生のほうではこういった言葉を幸田町では適してるんではないか

ということで、そういったものもこれからモビリティーブレンドとして取り組んでいき

たいということであります。 

   なお、こういった面でタクシー部分の御質問も入ってきてますので、少しお答えさせ

ていただきますと、自主返納する高齢者に対して、愛知県タクシー協会としては、障害

者割引と同様に、運転免許証の返納割引という形で１割引きを平成２８年１月から実施

しているということで、この自主返納は、運転履歴証明書の交付がされて、それを証明

として提示すると運賃が１割引きになるというふうな制度でございますけども、実際に

はこういった制度もありますが、これからこういった交通政策と福祉政策、こういった

ものの連携もやはりブレンドしていくというか、連携を図っていくという面では、目的

に沿った利用者負担と公費負担を考えていったり、そういった部分でのタクシー助成と

運行会社へのいわゆる助成金、補助金、そういったものもいろいろと役割分担しながら

検討していきたいというような状況でございます。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 福祉タクシーにつきましては、何度も質問をしておりますが、な

かなか実現がしません。県下の状況でありますけれども、１９市町村が高齢者福祉タク

シー助成を行っており、拡大してきております。そういう中でも、蒲郡市、お隣の蒲郡

市もございます。西尾市もございます。そういう状況の中で、やはりこれは高齢者への

移動手段の確保ということにおきましても、福祉タクシー助成を実施すべきではなかろ

うかというふうに思うわけであります。 

   本当に高齢になって足が弱ってきますと、コミュニティバスの停留所までも行けない、

こういう方たちも結構多くなってきております。また、免許を返した人にとっては、返

した翌日から不便になるという、こういう状況でございますので、必要に応じてやはり

月に何回か外に出かけられる、そのためにもタクシー助成というのは必要であります。

障害者のタクシー助成と同じように、高齢者にも福祉タクシー助成っていうことで、ぜ

ひ実現をしていただきますよう、これは町長にお答えいただきたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 町長。 

○町長（成瀬 敦君） 高齢者の福祉タクシー助成、これも考えないではありませんけども、

やはり住民への直接寄附となるタクシー助成、交通事業者等といろいろ運行するときの

補助だとか、いろんな区分のようなことをいろいろ検討しながら、今後そういった手法

も対象者もある程度絞り込みながら考えていく施策であるという認識ではおります。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 
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○13番（丸山千代子君） 本当に困っている方は大変なんです。そういう状況をやはり見て

いただきたい。介助をしてもやはり自立したいという心があるわけですね。ですから、

何とか自分の足で行きたいと、こういうやはりそうした自立を願う高齢者の気持ちをや

はり酌み取りながら、そして移動を支援をする。これがやはり福祉タクシーではないか

というふうに思います。やはりそうした点で、これからどんどん高齢者も多くなってき

ます。また、病気になってちょっと弱ってくる。そうしますと、やはり気持ちも落ち込

んでしまいます。ところが、外に出ることによって、また元気になる。こうした高齢者

の福祉的な心の中で、福祉的な援助の中で、タクシー助成というのは取り組まれている

ものではなかろうかというふうに思いますので、直接的な支援が必要であるというふう

に私は思います。そうした取り組み、ぜひこれは本当に必要な人に実現をしていただき

たいと思います。再度お尋ねしたいと思います。 

○議長（杉浦あきら君） 町長。 

○町長（成瀬 敦君） さらに真摯に取り組みを始めていきたいと思っております。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） ぜひ実現していただきますよう求めまして、私の質問を終わりた

いと思います。ありがとうございました。 

○議長（杉浦あきら君） １３番、丸山千代子君の質問は終わりました。 

   これをもって一般質問を終結いたします。 

   以上をもって、本日の日程は終わりました。 

   次回は１２月１１日火曜日午前９時から再開いたします。 

   本日、一般質問をされた方は、議会だより用の原稿を１２月１１日火曜日までに事務

局へ提出をお願いします。 

   長時間大変お疲れさまでございました。 

   本日はこれにて散会といたします。 

                              散会 午後１２時２３分 
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